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は
じ
め
に
ｌ
視
角
と
対
象
第
二
章
都
市
計
画
公
園
の
変
容
と
衛
生
行
政
の
公
園
観
一
都
市
公
園
政
策
を
取
り
上
げ
る
理
由
第
一
節
都
市
計
画
法
制
と
震
災
復
興
計
画
公
園
二
分
析
視
点
と
方
法
ｌ
分
析
軸
と
し
て
の
機
能
の
社
会
化
に
つ
い
第
二
節
公
園
用
地
の
創
出
Ｉ
「
３
％
公
園
地
留
保
」
と
受
益
者
負
て
担
三
研
究
の
制
約
と
展
望
に
つ
い
て
第
三
節
東
京
緑
地
計
画
と
防
空
緑
地
四
本
稿
の
構
成
第
四
節
児
童
公
園
の
形
成
と
厚
生
行
政
の
展
開
第
一
章
近
代
的
都
市
公
園
の
発
祥
と
伝
播
（以上、一○○巻三号）
第
一
節
初
期
都
市
公
園
の
形
成
第
二
節
太
政
官
布
達
公
園
の
展
開
第
三
節
遊
園
か
ら
都
市
計
画
公
園
へ
第
四
節
初
期
公
園
論
の
展
開
１
枚
民
官
思
想
の
一
断
面
（以上、一○○巻二号）
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
一
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
’四七
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と政策形成（三）
申
龍
徹
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一
「
戦
災
復
興
計
画
基
本
指
針
」
と
「
再
検
討
」
明
治
六
（
一
八
七
三
）
年
の
太
政
官
布
達
第
一
六
号
か
ら
戦
前
に
お
け
る
東
京
都
の
公
園
の
管
理
は
、
府
と
市
に
よ
っ
て
担
わ
れ
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
明
治
三
一
（
一
八
九
八
）
年
の
東
京
市
制
実
施
ま
で
は
、
東
京
府
下
一
五
区
の
公
園
は
府
知
事
に
よ
っ
て
管
理
運
営
さ
れ
て
い
た
。
そ
れ
以
降
は
、
東
京
市
長
が
府
知
事
の
監
督
を
受
け
、
内
務
大
臣
の
認
可
の
も
と
で
市
区
改
正
に
よ
る
設
計
公
園
の
新
設
・
整
備
を
行
う
一
方
、
市
独
自
の
公
園
用
地
買
収
や
改
良
を
進
め
て
い
た
。
し
か
し
、
公
園
の
迅
的
整
備
は
震
災
復
興
計
画
に
よ
っ
て
大
幅
な
拡
張
を
み
た
も
の
の
、
震
災
復
興
事
業
の
完
了
と
と
も
に
東
京
府
は
、
公
園
緑
地
に
対
す
る
方
針
を
変
え
て
い
く
こ
と
に
な
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
主
に
「
東
京
緑
地
計
画
」
の
推
進
を
通
じ
て
山
岳
地
帯
の
景
勝
地
に
お
け
る
便
益
施
設
や
保
護
施
設
に
中
心
を
お
い
た
健
民
施
策
か
ら
日
華
事
変
以
降
の
「
防
空
」
が
当
面
の
目
的
と
さ
れ
、
緑
地
帯
計
画
に
お
け
る
大
緑
地
の
整
備
だ
け
に
限
定
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
他
方
、
東
京
市
に
お
い
て
は
、
市
域
合
併
に
と
も
な
い
新
市
域
と
な
っ
た
地
域
に
区
画
整
理
事
業
・
都
市
計
画
公
園
を
通
じ
た
公
園
の
新
設
に
か
か
わ
っ
て
い
た
。
ま
た
、
民
間
人
の
有
志
に
よ
る
公
園
の
寄
付
や
恩
賜
公
園
が
最
盛
期
を
迎
え
て
い
た
こ
と
な
ど
が
重
な
り
合
い
、
戦
前
の
公
園
は
蟄
的
な
面
に
お
い
て
は
大
幅
な
進
捗
を
み
た
も
の
の
、
そ
の
機
能
は
「
施
設
化
」
の
上
に
限
定
さ
れ
る
も
の
で
あ
っ
た。しかも、このような機能的に歪められていた公園緑地の量的拡大は終戦後の混乱期において、自力・他力によっ
第
三
章
量
的
拡
大
政
策
と
公
園
機
能
の
複
合
化
第
一
節
戦
災
復
興
計
画
と
都
市
公
園
の
消
滅
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
二
号
一
四
ハ
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て
消
滅
し
て
い
く
こ
と
に
な
る
。
そ
の
主
な
理
由
は
、
公
園
の
法
制
度
の
不
備
と
管
理
活
動
の
欠
如
で
あ
っ
た
。
こ
れ
ら
は
「
空
地
性」・「永続性」をその制度的規範とする公園政策においては致命的な要因であり、その結果は、終戦後の困難期を通
じ
て
多
く
の
公
園
の
転
用
な
い
し
廃
止
に
直
接
結
び
つ
い
て
い
た
。
戦災復興事業の最高指針である「戦災地復興計画基本指針」は、内務省国土局計画課が中心となって方針の策定を
（１） 
行い、昭和二○（’九四五）年九月七日に代表府県の都市計画主務課長を召集・討議し、｜応の成案を得た。そこで、
同
（
一
九
四
五
）
年
一
○
月
一
二
日
に
全
国
都
市
計
画
主
任
官
会
議
を
開
き
、
戦
災
復
興
と
い
う
新
し
い
事
態
に
対
応
す
る
た
め
の
「
復
興
基
本
方
針
」
を
示
し
、
同
（
一
九
四
五
）
年
一
二
月
三
○
日
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
。
こ
れ
に
し
た
が
い
戦
災
復
興
計
画
の
所
管
官
庁
と
し
て
「
戦
災
復
興
院
」
が
設
置
さ
れ
、
土
地
利
用
計
画
、
街
路
計
画
、
駅
前
広
場
計
画
、
緑
地
計
画
、
緑
地
地
域
な
ど
の
各
種
都
市
計
画
（リ』）
施設の計画標準については、昭和一一一（一九四六）年九月以降戦災復興院より順次通達された。
こ
の
戦
後
最
初
で
あ
り
、
最
大
と
な
っ
た
「
戦
災
復
興
計
画
基
本
指
針
」
（
昭
和
二
○
年
一
二
月
三
○
日
閣
議
決
定
）
に
お
け
る
公
園
緑
地
関
連
事
項
は
、
「
東
京
緑
地
計
画
」
に
お
い
て
示
さ
れ
た
「
緑
地
」
と
い
う
空
間
概
念
と
い
う
よ
り
は
公
園
を
個
別
施
設
と
し
て
見
倣
し
て
い
た
。
そ
の
緑
地
政
策
の
中
に
お
い
て
の
公
園
は
、
「
公
園
運
動
場
、
公
園
道
路
其
の
他
の
緑
地
は
都
市
、
集
落
の
性
格
お
よ
び
土
地
利
用
計
画
に
応
じ
系
統
的
に
配
置
せ
ら
れ
る
こ
と
、
緑
地
の
総
面
積
は
市
街
地
面
積
の
一
○
％
以
上
を
目
途
と
し
て
整
備
せ
ら
れ
る
こ
と
、
必
要
に
応
じ
市
街
外
周
に
お
い
て
農
地
、
山
林
、
原
野
、
河
川
等
空
地
の
保
存
を
図
る
為
緑
地
帯
を
指
定
し
其
の
他
の
緑
地
と
相
（３） 
まって市街地への編入を図ること」などが決定された。
と
こ
ろ
が
、
当
時
の
経
済
的
状
況
な
ど
の
考
慮
と
い
う
側
面
か
ら
こ
の
戦
災
復
興
計
画
の
規
模
に
つ
い
て
の
「
戦
災
復
興
都
市
計
画
の
再
検
討
に
関
す
る
基
本
方
針
」
（
以
下
、
「
再
検
討
」
）
が
行
わ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
こ
の
「
再
検
討
」
の
目
的
は
、
過
大
な
街
路
計
画
、
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
恋
忍
過
程
に
お
け
る
一
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
三
申
）
一四九
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広場計画、緑地計画などの縮小、羅災地における建築制限の緩和、区画整理事業の縮小による三か年計画の立案など
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
三
か
年
の
期
間
に
関
し
て
、
経
験
や
事
業
費
の
縮
小
は
戦
災
復
興
計
画
の
意
図
を
損
な
う
恐
れ
が
あ
る
こ
と
な
ど
（４） 
が
指
摘
さ
れ
、
結
局
「
五
か
年
計
画
」
と
な
っ
た
。
こ
の
「
再
検
討
」
に
お
い
て
は
、
個
別
施
設
と
し
て
の
「
児
童
公
園
」
お
よ
び
「
運
動場」が公園計画の中心に置かれていたが、それは、前述した戦前の内務省・厚生省の公園に対する基本方針が連続
されていることを明確に示していた。この基本方針は、続く「戦災復興都市計画再検討実施要綱」にも影響を与え、
閣議決定された「戦災復興都市計画の促進について」の「三）公園、緑地」項の中では、「公園緑地の計画について
は出来得る限り縮小することとし、とくに焼残りの家屋の多い公園緑地或は帯状の緑地で広幅の街路と重複のきらい
（５） 
の
あ
る
も
の
は
之
を
廃
止
す
る
」
と
の
内
容
が
示
さ
れ
た
。
そ
の
内
容
は
「
一
一
一
事
業
（
七
）
公
共
空
地
事
業
」
に
お
い
て
、
「
用
地
の
確
保
に
重
点
を
お
く
こ
と
、
簡
単
な
整
地
と
最
小
限
度
の
施
設
を
行
っ
て
一
応
利
用
に
供
す
る
こ
と
、
事
業
は
児
童
公
園
の
整
備
に
重
点
を
お
き
大
人
の
利
用
す
る
運
動
広
場
の
如
き
は
簡
単
な
施
設
に
留
め
る
こ
と
な
ど
の
方
針
に
沿
っ
て
検
討
し
事
業
の
節
減
に
努
力
す
る
―
よ
う
に
注
意
を
促
し
た
も
の
で
あ
っ
た
。
以上の方針に基づき行われた「再検討」により、圭丞泉都においては、公園緑地の事業費が当初計画の約一五％の一
○億円となった。これによって、吉星泉の公園緑地は、消極的な一‐現状維持」ないし戦災地の一部復興だけにと留めざ
るを得なくなった。この「再検討」の縮小方針に先立って、終戦後の各種都市計画施設の計画標準については、終戦
の年八月末から内務省国土局計画課を中心として街路、広場、公園などの計画標準ならびに換地計算法、土地区画整
理事業実施要綱などの再検討が先行されていた。ところが、この「戦災都市復興計画」という「特別都市計画法」に
基づいて計画を決定した理由は他のところにあった。すなわち、「戦災地復興都市計画基本方針」の内容が示すよう
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二
戦
災
と
公
園
の
消
滅
戦
時
・
戦
後
直
後
に
お
け
る
公
園
の
被
害
や
消
滅
は
、
戦
災
者
の
仮
埋
葬
・
仮
設
住
宅
地
の
建
設
・
駐
留
軍
接
収
・
戦
災
者
に
よ
る
不
法的占有という戦災による「直接原因」と、農地解放と政教分離政策等の「戦後改革原因」、管理規則の不備によっ
て統一的な管理活動の不在を生じさせていた「法制度要因」によって区別される。しかし、戦後改革及び戦災の直接
被害という社会状況要因より、法制度要因のほうが、公園行政においてはもっとも根本的な問題であった。昭和二○
（６） 
年から昭和三○年にかけての一○年間の間、失われた公園地は全部で一六一二か所、面積にして約九三万坪であった。
中には、競馬・競輪・オートレース用地二九か所、約二五万坪）なども含まれていた。その上、公園地内における
施設物の設置に関する可否問題もこの時期多く見られたが、日比谷公園内における近代美術館の建設問題や上野公園
（７） 
内
の
プ
ロ
野
球
の
殿
堂
建
設
問
題
、
新
宿
御
苑
に
お
け
る
プ
ー
ル
建
設
問
題
な
ど
が
そ
の
代
表
的
事
例
で
あ
っ
た
。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
一五一
に
、
市
街
地
の
大
部
分
を
焼
失
し
た
こ
の
際
、
新
し
い
「
都
市
改
造
」
を
行
う
と
い
う
旧
内
務
省
の
思
惑
が
そ
の
中
に
潜
ん
で
い
た
。
そ
れは、大正期以降の各種都市計画が政治的な理由により挫折してきた経験があり、市街地における被害の復興に留め
るではなく、人為による戦災を震災復興のような好機とし、帝都改造を超え全国の改造を射程にいれていたのである。
この際の各種標準は、昭和八（一九三一一一）より決められていた各種都市計画標準について検討を加え、戦災復興計画
標準として決定したのであった。「戦災復興都市計画標準」としては、昭和一一一二九四六）年一○月一日の「戦災
都市における土地利用計画の設定について」（復計第一九三号）の戦災復興院計画局長、建築局長連名通牒ならびに
街
路
、
駅
前
広
場
、
緑
地
計
画
標
準
、
緑
地
地
域
指
定
標
準
な
ど
が
あ
っ
た
。
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他方、直接な戦災要因として、大きな被害をもたらしたのは公園緑窮地の「農地化」であり、その次が昭和一八二
九三三）年の閣議決定によって行われた金属回収および比較的大きな面積をもつ公園緑地の軍用基地化、兎泉空襲に
よる被災者の処理によるものであった。すなわち、戦時中における食料の増産のため公園緑地が臨時農場化され、多
く
の
公
園
緑
地
が
そ
の
ま
ま
戦
後
の
農
地
開
放
の
対
象
と
さ
れ
た
一
方
、
「
金
属
回
収
要
綱
」
に
よ
っ
て
は
、
多
く
の
公
園
に
設
置
さ
れ
て
い
た
金
属
外
柵
、
遊
戯
器
具
、
銅
像
な
ど
が
回
収
さ
れ
、
井
の
頭
公
園
に
あ
っ
た
杉
の
大
樹
木
の
多
く
も
戦
災
死
者
収
納
棺
材
と
し
て
（８） 
伐採された。また、奉丞泉空襲の後一一万人の死者のため猿江公園、上野公園、隅田公園など一一一○か所、面積にいて一
万
坪
の
公
園
が
仮
埋
葬
地
と
な
っ
た
。
そ
の
際
、
非
常
措
置
屍
体
処
理
事
務
が
通
常
時
公
園
業
務
の
一
部
と
さ
れ
、
葬
務
関
係
事
務
を
担
当
し
て
い
た
公
園
緑
地
部
が
一
括
し
て
担
当
し
た
。
こ
れ
ら
の
被
害
内
容
に
つ
い
て
は
多
く
の
公
園
関
係
文
献
が
取
り
上
げ
て
い
る
こ
と
を
勘
案
し
、
こ
こ
で
は
公
園
の
消
滅
な
ら
び
に
公
園
地
の
転
用
に
も
っ
と
も
大
き
な
被
害
を
も
た
ら
し
た
「
農
地
解
放
「
｜
と
「
政
教
分
離
」
お
よ
び
公
園
管
理
に
関
す
る
制
度
不
備
お
よ
び
活
動
の
問
題
に
よ
り
廃
止
ま
で
至
っ
た
「
虎
ノ
門
公
園
」
問
題
に
限
定
し
て
述
べ
る
ことにする。
三
農
地
解
放
と
公
用
公
園
緑
地
の
廃
止
戦時中において大面積の公園緑地が食料増産のための基地として考慮されるのは、昭和一八（一九三一一一）年頃から
であった。東京都においては「大緑地増産協力臨機処置要綱」が決められ、都市計画事業により買収済みの緑地の大
部分は農耕地に振り向けられた。その上、東京都有財産条例第六条により臨時かつ特別に当該緑地の地元の農事実行
組合に貸し付けることとなった。その際、土地使用料は旧来の公園地使用料などとは関係なく、附近の慣習的小作料
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を
勘
案
し
、
極
め
て
廉
価
に
し
、
そ
の
生
産
品
か
ら
一
定
を
供
出
さ
せ
大
緑
地
造
成
の
た
め
に
動
因
さ
れ
て
い
た
勤
労
報
国
隊
の
用
に
供
するほか、都下動物園の飼料に充てられた。
このような戦時中の公園緑地の農地化はしばらく続いたが、昭和二二（一九四七）年一一月に政府から農政第二四
六○号「土地区画整理施行地区二関スル自作農創設特別法第四号ノ指定基準等二関スル件」が各知事宛に通達され、
公園緑地の農地化を本格的に推進することになった。この通達の主な内容は、「特別都市計画法による区画整理施行
地区については、全地域中一割までの農地は指定する。ただし、｜団地に三町歩以上のものは指定しない。……道路、
公営住宅等、公用または公共用予定地で、昭和一一三年一一一月一一一一日まで事業計画を実施する見込みのないもの［は農
地として指定する］」【［］は筆者注】とのことであった。これを受け、各都道府県においては「土地区画整理地区
等
指
定
委
員
会
」
が
設
け
ら
れ
、
公
園
・
緑
地
・
墓
地
用
で
あ
っ
て
買
収
済
み
の
公
共
有
地
の
内
、
現
実
に
農
耕
地
と
な
っ
て
い
る
土
地
を
本
来
の
目
的
に
戻
す
べ
き
か
、
農
地
と
な
っ
て
い
る
現
状
を
尊
重
し
こ
れ
を
永
続
さ
せ
る
た
め
に
本
来
目
的
で
あ
る
公
用
を
廃
止
す
べ
（９） 
きかについての議論が展開された。
しかし、公園・緑地を存続しようとする「存続論」よりは、食糧危機に際し現実的な増産政策の必要性が優先され
た。昭和二二（一九四七）年一○月に農地解放に関する通達が出され、「土地区画整理施行地区に関する自作農創設
特別措置法第五条第四号の指定基準等については、既に昭和二二年農政四六○号において通達したが、公園緑地等都
市
計
画
法
第
一
六
条
第
一
頁
の
施
設
に
関
す
る
同
法
同
号
の
指
定
と
そ
の
他
の
取
り
扱
い
も
、
同
通
牒
に
よ
っ
て
処
理
さ
れ
た
い
。
…
…
公園または公共用予定地には、公園緑地も含まれているが政府において保有する場合でも食料事情が好転するまでは
農地を公園緑地とする」とその理由を説明していた。この農地解放によって、戦前の公園緑地の六三％、面積にして
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
一五三
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封
建
社
会
に
お
い
て
社
寺
・
神
社
は
社
会
を
櫛
成
す
る
重
要
な
施
設
と
さ
れ
、
幕
府
は
社
寺
を
保
謹
し
、
朱
印
地
・
除
地
下
付
の
制
度
を
行
っ
て
き
た
。
江
戸
時
代
に
お
い
て
こ
れ
ら
の
社
寺
は
膨
大
な
土
地
を
所
有
し
て
お
り
、
自
給
自
足
が
可
能
な
状
態
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
明
治
新
政
府
の
「
上
地
令
」
に
よ
っ
て
こ
れ
ら
の
社
寺
所
有
地
は
公
収
さ
れ
、
従
来
直
作
の
土
地
で
税
金
を
納
め
て
い
た
も
の
だ
け
が
課
税
の
対
象
か
ら
除
外
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
そ
の
結
果
、
社
寺
の
経
済
が
急
速
に
崩
壊
し
、
政
府
は
そ
の
救
済
を
目
的
と
し
て
、
明
治
三
二
〈
一
八
九
九
）
年
四
月
に
「
国
有
土
地
森
林
原
野
下
戻
法
」
を
公
布
し
た
。
そ
れ
は
、
社
寺
上
地
処
分
ま
た
は
官
民
有
地
区
分
に
よ
っ
て
官
有
地
に
編
入
さ
れ
現
に
国
有
に
属
し
て
い
る
土
地
に
つ
い
て
、
そ
の
所
有
ま
た
は
分
収
の
事
実
が
あ
る
も
の
に
限
り
、
主
務
大臣に下戻の申請ができるようにしたものであり、申請の結果によって正式に下戻を受ける仕組みであった。その際、
不許可によって行政裁判をかけられることもしばしばあっため、明治政府は「境内地が朱印地・除地であることだけ
四
政
教
分
離
と
社
寺
境
内
地
公
園
の
消
滅
大
政
官
布
達
公
園
か
ら
戦
前
に
か
け
て
、
公
園
用
地
の
多
く
が
古
来
名
所
や
社
寺
境
内
地
を
物
的
基
盤
と
し
て
き
た
こ
と
は
、
す
で
に
述
べ
た
が
、
旧
社
寺
境
内
地
と
い
う
の
は
元
来
官
有
地
と
さ
れ
て
い
た
土
地
で
あ
っ
た
。
と
く
に
、
明
一
工
ハ
（
一
八
七
三
）
年
の
公
園
地
指
定
以
降
、
東
京
に
お
い
て
設
置
さ
れ
た
公
園
の
中
、
麹
町
・
湯
島
・
白
山
・
四
谷
な
ど
は
神
社
の
境
内
地
で
あ
り
、
そ
の
神
社
の
要
望
や
市
区
改
正
設
計
に
よ
っ
て
公
園
地
と
し
て
設
定
さ
れ
た
。
し
か
し
、
こ
の
社
寺
境
内
地
に
公
園
を
設
け
る
こ
と
に
は
複
雑
な
歴
史
的
問
（川）
題が潜んでいた。
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
二
号
一五四
約
一
四
○
万
坪
あ
ま
り
が
農
地
と
し
て
解
放
さ
れ
、
次
に
述
べ
る
「
政
教
谷
藤
堅
に
よ
る
社
寺
境
内
地
公
園
の
消
滅
と
と
も
に
、
戦
後
公
園緑認地政策に大きな量的被害をもたらした。
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東京において昭和二一一年から昭和三○年にかけて解除された面積は全域・一部合わせ、約一二二万六千坪であった。
すなわち、昭和二○二九四五）年の終戦直前に都市計画決定を見た公園緑地は、約四六一万坪であり、実際に事業
を行った面積は約二九一万坪であった。が、この「農地解放」と「政教分離」によって消滅した境内地公園の総面積
（Ⅲ） 
は、その半分以上の約一五○万坪であったことから、その被害面積の大きさがわかる。
和二二（一九四七）
公用廃止となった。
で、その私有権があるという証拠にはならない」との立場で対応していた。しかし、明治四三（一九一○）年に至り、
上記の境内地が朱印などによって免除されていたことは反対の証拠がない限り私有地であるとの判決があったため、
境内地公園の還元を求める請求が数多く起こり、東京においては芝・浅草公園地の一部が所有権の移転が実現され、
浅草公園地は消滅に至った。
こ
の
社
寺
境
内
地
の
公
園
用
地
問
題
は
、
大
正
一
四
（
一
九
二
四
）
年
の
「
国
有
財
産
法
」
の
公
布
の
際
、
社
寺
境
内
地
は
新
た
に
「
公
用
財
産
」
（
法
第
二
条
規
定
）
に
指
定
さ
れ
、
「
従
来
よ
り
引
き
続
い
て
寺
院
仏
堂
の
用
に
供
す
る
雑
種
財
産
は
そ
の
用
に
供
す
る
間
は無償でその寺院仏堂に貸付したもの」（法第二四条規定）と定められ、私有権の行使が容認された。しかし、この
よ
う
な
一
時
的
処
方
で
は
公
園
用
地
の
問
題
は
完
全
な
解
決
に
至
ら
ず
、
昭
和
一
四
二
九
三
九
）
年
の
「
宗
教
団
体
法
」
を
経
て
、
昭
和二二（一九四七）年の「宗教法人法」においての完全な政教分離にともない、社寺境内地の拘束は完全に解除され、
五
虎
ノ
門
公
園
問
題
と
公
園
管
理
の
不
備
終
戦
機
に
お
け
る
公
園
の
消
滅
問
題
は
そ
の
原
因
が
、
か
な
ら
ず
し
も
戦
災
に
限
ら
な
い
と
こ
ろ
に
問
題
の
所
在
が
あ
っ
た
。
こ
こ
で
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能の社会化」と政策形成（三）（申）
’五五
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法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
二
号
一五六
取
り
上
げ
る
「
虎
ノ
門
公
園
」
問
題
は
、
数
多
く
あ
っ
た
公
園
の
消
滅
な
い
し
廃
止
の
一
つ
に
事
例
に
過
ぎ
な
い
か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
、
公
園
の
設
置
よ
り
む
し
ろ
、
設
置
さ
れ
て
い
る
公
園
を
管
理
し
て
い
く
こ
と
の
重
要
性
を
認
識
さ
せ
た
戦
後
最
大
の
事
件
で
あ
っ
た
。
こ
の
虎
ノ
門
公
園
の
廃
止
を
め
ぐ
っ
て
の
論
争
は
、
大
き
な
政
治
的
議
論
と
し
て
そ
の
後
一
○
年
も
続
く
こ
と
に
な
っ
た
が
、
こ
れ
が
後
に
管
理
法
制
的
性
格
の
強
い
「
都
市
公
園
法
」
を
生
む
き
っ
か
け
と
な
っ
た
。
す
で
に
述
べ
た
よ
う
に
、
大
政
官
布
達
以
降
の
公
園
地
は
地
盤
国
有
地
で
あ
り
、
基
本
的
に
は
内
務
省
所
管
の
公
共
財
産
と
し
て
そ
の
管
理
は
地
方
機
関
で
あ
っ
た
府
県
知
事
に
委
任
、
市
町
村
に
再
委
任
さ
れ
る
構
造
で
あ
っ
た
。
そ
の
た
め
、
国
有
財
産
で
あ
り
な
が
ら
も
実
際
上
の
管
理
に
お
い
て
、
本
来
公
園
の
目
的
に
そ
ぐ
わ
な
い
不
適
切
な
管
理
が
公
園
軽
視
と
い
う
戦
前
の
公
園
賛
沢
論
の
中
で
連
続
し
て
い
た
。
公
園
の
管
理
に
つ
い
て
は
、
大
正
三
（
一
九
一
四
）
年
に
公
布
さ
れ
た
「
公
共
団
体
ノ
管
理
ス
ル
公
共
用
地
上
物
件
ノ
使
用
一
一
関
ス
ル
法
律
」
（
法
律
第
三
七
号
）
の
第
一
条
に
お
い
て
、
「
公
共
団
体
二
於
テ
管
理
ス
ル
道
路
、
公
園
、
堤
塘
、
溝
渠
其
ノ
他
公
共
ノ
用
一
一
供
ス
ル
土
地
物
件
ヲ
濫
二
使
用
シ
又
ハ
許
可
ノ
条
件
一
一
反
シ
テ
使
用
ス
ル
者
二
対
シ
、
管
理
者
ダ
ル
行
政
庁
ハ
、
地
上
物
件
ノ
撤
去
其
ノ
他
原
状
回
復
ノ
為
必
要
ナ
ル
措
置
ヲ
命
ズ
ル
コ
ト
ヲ
得
」
と
規
定
し
て
い
た
。
こ
の
法
律
条
項
の
趣
旨
は
、
公
園
が
不
法
的
に
占
有
・
使
用
さ
れることに対して公園管理者である地方長に公園管理の法的根拠を付与したものであるが、厳守されていなかった。
こ
の
公
園
に
関
す
る
不
適
切
な
管
理
に
つ
い
て
、
当
時
の
建
設
省
で
は
一
‐
標
記
公
園
［
大
政
官
布
達
公
園
］
は
、
明
治
六
（
一
八
七
三
）
年
太
政
官
布
達
第
一
六
号
に
基
づ
き
国
が
直
接
公
共
の
用
に
供
す
る
た
め
に
設
置
し
、
こ
れ
を
公
共
団
体
に
管
理
せ
し
め
て
い
る
由
緒
あ
る
公
園
で
あ
る
が
其
の
後
こ
れ
ら
の
公
園
の
区
域
内
に
そ
の
機
能
を
著
し
く
害
す
る
と
認
め
ら
れ
る
施
設
が
設
け
ら
れ
て
い
る
も
の
が
あ
る
現
況
を
鑑
み
、
と
く
に
当
該
公
園
中
地
盤
が
国
有
に
属
す
る
区
域
内
に
こ
れ
ら
の
施
設
を
公
園
区
域
外
に
蒋
転
し
、
若
し
く
は
公
（吃）
園施設に切り替一えるなど適切な措置を講じ、もって公園の管理運営の万全を期せられたい」【［］は筆者注】と述べ、
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六
公
園
の
消
滅
経
緯
（旧）
「虎ノ門公園」は、市区改正設計によって公園に決定され、大正二一（一九一四）年に開園した旧設計公園であった。
こ
の
公
園
は
面
積
約
二
千
坪
で
、
公
園
中
央
に
は
旧
江
戸
城
外
濠
の
石
垣
の
一
部
が
残
さ
れ
て
い
て
、
そ
の
周
り
に
は
小
さ
な
池
が
造
ら
れ
、
一
種
の
史
跡
公
園
で
あ
り
街
区
公
園
で
も
あ
っ
た
。
こ
の
公
園
の
潰
廃
問
題
が
起
こ
っ
た
の
は
、
昭
和
二
六
（
一
九
五
一
）
年
の
こ
と
で
あ
っ
た
。
終
戦
と
と
も
に
駐
留
軍
に
よ
っ
て
接
収
さ
れ
て
い
た
「
虎
ノ
門
公
園
」
の
一
部
が
解
除
さ
れ
、
ニ
ュ
ー
ェ
ン
パ
イ
ャ
ー
モ
ー
タ
ー
と
い
う
フ
ォ
ー
ド
自
動
車
の
関
連
会
社
が
そ
の
部
分
の
使
用
を
許
可
さ
れ
、
外
国
車
の
修
理
・
部
品
の
販
売
・
ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ン
ド
な
ど
に
供
用
し
て
い
た
。
と
こ
ろ
が
、
使
用
許
可
条
件
と
な
っ
て
い
た
四
か
年
の
期
限
が
終
了
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
そ
の
ま
ま
使
用
を
続
け
て
い
た
た
め
、
こ
の
不
法
占
有
状
態
が
国
会
の
決
算
委
員
会
に
お
い
て
取
り
上
げ
ら
れ
、
速
や
か
に
本
来
の
公
園
に
復
元
す
べ
き
との姿勢で還元が求められた。
この公園の復元問題に関して、関連する行政側の意見は二つに分かれていた。本来の公園への復元を主張したのは、
東
京
都
と
建
設
省
で
あ
り
、
公
園
と
し
て
機
能
を
失
っ
て
い
る
現
状
を
重
視
し
公
園
を
廃
止
し
雑
種
財
産
と
し
て
処
理
す
べ
き
で
あ
る
と
の
立
場
を
執
っ
た
の
が
会
計
検
査
院
と
大
蔵
省
で
あ
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
図
式
が
成
立
す
る
の
は
、
公
園
用
地
を
め
ぐ
っ
て
戦
前
か
ら
続
（Ｍ） 
いてきた構造的な対立が潜んでいたか實ｂであった。
この「虎ノ門公園」の用地還元問題は、大蔵大臣と建設大臣の話し合いにより、公園を廃止しその用地は普通財産
と
し
て
大
蔵
省
に
引
き
継
ぐ
こ
と
で
合
意
し
た
。
し
か
し
、
国
会
審
議
に
お
い
て
は
依
然
と
し
て
公
園
と
し
て
復
元
を
望
む
意
見
が
多
く
、
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
一五七
そ
の
管
理
の
徹
底
を
指
示
し
て
い
た
も
の
の
管
理
上
の
混
乱
は
拡
大
さ
れ
て
い
た
。
Hosei University Repository
法
学
志
林
第
一
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巻
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二
号
一五八
大蔵省も公園復元の方向で訴訟に持ち込んだ。法務省が国側の当事者として一○年におよぶ訴訟の末、裁判所による
和解勧告が出された。その結果、公園地は国有財産として払い下げとなり、三井不動産株式会社の所有となった。
こ
の
「
虎
ノ
門
公
園
」
が
廃
止
さ
れ
る
に
至
っ
た
決
定
的
な
原
因
は
、
当
時
の
Ｇ
Ｈ
Ｑ
に
よ
る
東
京
都
へ
の
「
公
園
地
使
用
要
請
」
で
あった。すなわち、昭和二一一一（一九四八）年頃からニューェンパイャーモーターという会社が公園地を使用できるよ
う
Ｇ
Ｈ
Ｑ
と
通
産
省
か
ら
の
要
請
が
重
泉
都
に
寄
せ
ら
れ
た
。
奉
丞
泉
都
は
都
議
会
の
承
認
を
経
て
使
用
さ
せ
る
こ
と
を
建
設
省
へ
照
会
し
た
が
、
建
設
省
は
当
該
公
園
地
が
「
地
盤
国
有
公
園
」
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
使
用
面
積
（
六
五
一
坪
）
、
使
用
期
間
（
四
か
年
）
の
条
件付で承認するとの回答を出し、翌昭和二四（’九四九）年二月に衷泉都から使用許可が下りた。
し
か
し
、
こ
の
措
置
に
つ
い
て
大
蔵
省
が
「
地
盤
国
有
公
園
を
第
三
者
に
貸
し
付
け
る
場
合
は
、
大
蔵
省
に
お
い
て
貸
し
付
け
る
の
が
当
然
で
あ
る
か
ら
、
公
園
を
廃
止
し
て
変
換
す
べ
き
で
あ
る
」
と
反
発
し
、
こ
れ
に
対
し
建
設
省
は
「
国
有
公
園
地
は
普
通
財
産
で
あ
る
が
、
現
在
は
普
通
財
産
の
う
ち
公
共
物
と
し
て
建
設
省
の
所
管
と
な
っ
て
い
る
。
虎
ノ
門
公
園
は
、
四
か
年
間
暫
定
的
に
貸
し
た
も
の
で
、
（旧）
期間満了の際建築物を撤去させるのが適当で、期間満了前に解除する｝」とはできない」と反論していた。
この問題の直接的な原因は、最初に建設省が使用許可時につけた条件における公園地の建物に関する項目であった。
そ
の
条
件
と
は
、
期
間
満
了
後
の
解
体
が
容
易
な
木
造
建
築
物
と
し
た
こ
と
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
兎
泉
都
に
お
い
て
こ
の
虎
ノ
門
の
公
園
地
が
甲
種
防
火
地
帯
で
あ
り
、
木
造
二
階
建
て
は
許
さ
れ
な
い
の
で
解
体
や
材
料
の
再
利
用
な
ど
を
考
え
、
組
立
式
の
鉄
骨
構
造
物
を
許可したことが大きな問題へと拡大していた。その結果、公園地は大蔵省の主張通り、建設省から用途廃止後引継ぎ
で
渡
さ
れ
、
国
有
財
産
と
し
て
引
き
下
げ
ら
れ
た
が
、
本
来
「
空
地
性
」
と
「
永
続
性
」
を
原
則
と
し
た
公
園
地
が
行
政
側
の
管
理
不
十
分により公園地としての機能を失い、開発業者に奪われたことに問題の深刻性があった。
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七
公
園
の
管
理
問
題
と
そ
の
対
応
他方、戦後間もない時期に公園行政の関する問題点が、ただ都市公園の管理にかかわる法制度の不備だけに限定さ
れ
て
い
た
と
は
い
え
な
い
多
様
な
原
因
が
あ
っ
た
。
そ
の
原
因
は
広
く
公
園
関
係
者
の
間
で
認
知
さ
れ
、
ほ
ぼ
共
通
的
な
認
識
と
し
て
議
論が展開されていたが、「公園思想の普及、公園愛護の酸成、都市緑化、公園計画標準、レクリエーション計画、社
寺境内地公園共用、駐留章による公園地接収問題、公園管理行政機構の問題」などが主な内容であった。
しかし、このような諸問題の根本にあったのは戦前から貫いてきた公園に対する軽視的認識、すなわち公園や運動
場
な
ど
の
屋
外
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
施
設
が
、
直
ち
に
個
人
の
経
済
生
活
に
結
び
つ
か
な
い
も
の
で
あ
る
と
い
う
「
公
園
不
要
論
」
で
あ
っ
た
。
そ
の
主
な
内
容
は
、
「
公
園
に
対
す
る
一
般
市
民
の
理
解
不
足
、
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
行
政
に
お
け
る
無
計
画
性
で
あ
り
、
そ
の
（服）
無
関
心
と
計
画
性
の
欠
如
に
よ
り
公
園
計
画
の
困
難
、
用
地
問
題
と
財
政
問
題
が
生
じ
て
い
る
」
と
指
摘
さ
れ
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
賛
沢論ないし不要論のような公園軽視の社会的風潮が都市における公園整備の必要性に影響し、計画と実施における大
きな乖離を生じさせる原因であった。そのため、この時期の公園管理をめぐる議論の中には、当面の公園計画におい
て公園用地の確保や財政的措置という現実的手段をいかに確保していくのかについての議論も盛んに行われていた。
公園は用地を取得した時に事業の八割を完了するという行政慣行がうまれ、公園の設置の第一歩はなによりもその用
地確保に傾斜していた。それは、国有地の公園化および戦後の「国有財産法」の改正にともない行われた旧軍用地の
公園化などが公園の量的拡大に寄与したように、国庫補助（金）による公園地の確保が必須であるとの認識に影響さ
れ
た
も
の
で
あ
っ
た
。
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化「｜と政策形成（三）（申）
一五九
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その上、昭和二二（一九四七）年の四月に「地方自治法」（法律第六七号）が制定され第二条以下の規定において、
「
普
通
地
方
公
共
団
体
は
そ
の
区
域
内
に
お
け
る
そ
の
他
の
行
政
事
務
で
国
の
事
務
に
属
し
な
い
も
の
を
処
理
す
る
。
三
、
公
園
、
運
動
場、広場、緑地、道路、橋染、河川を設置し若しくは管理し、またこれらを使用する権利を規制する」ということが
怯
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
二
号
一六○
具
体
的
な
用
地
確
保
の
具
体
的
な
方
法
と
し
て
は
、
「
受
益
者
負
担
に
よ
る
公
園
設
置
費
用
の
捻
出
、
水
利
地
域
税
の
活
用
、
超
過
収
用
に
よ
る
余
剰
地
の
売
却
に
よ
る
経
費
利
用
、
区
画
整
理
に
よ
る
公
園
地
の
確
保
」
の
積
極
的
な
活
用
の
ほ
か
に
、
「
公
共
団
体
に
よ
る
計画地の先買権の法制化（ドイツ）、市町村計画法による付加価値税・緑地帯法の国家融資里々医（イギリス）、公園
区における課稗瞳確の設定（アメリカ）のほか、目的税の復活、公園特別会計ないし基金の設定、特別融資の一々圧、民
間
一
訂
付
金
や
後
援
会
へ
の
援
助
」
な
ど
の
諸
外
国
の
法
制
度
も
研
究
さ
れ
る
べ
き
論
点
と
し
て
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
た
。
ま
た
、
将
来
物
価
賃
金
な
ど
の
上
昇
に
と
も
な
い
公
園
の
維
持
管
理
費
に
お
い
て
問
題
が
生
じ
る
こ
と
を
考
え
、
平
均
交
付
金
の
算
定
基
準
に
公
園
面
積
を
加
え
る
た
め
の
法
的
措
置
の
検
討
と
と
も
に
入
園
料
使
用
料
等
の
収
入
の
増
加
、
地
元
後
援
会
の
設
置
（
公
園
愛
護
会
な
ど
）
、
失
業
対
策
費
の
活
用
な
ど
が
考
慮
す
べ
き
事
項
で
あ
っ
た
。
他
方
、
現
行
の
都
市
計
画
法
だ
け
で
は
、
公
園
の
管
理
に
大
き
な
問
題
点
が
内
包
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
、
徐
々
に
認
識
さ
れ
て
き
た
。
そ
れ
は
、
太
政
官
布
達
以
来
の
地
盤
国
有
公
園
の
管
理
に
つ
い
て
、
布
達
に
基
づ
く
規
制
策
は
明
確
な
も
の
で
は
な
く
、
戦
後
に
制
定
さ
れ
た
「
地
方
自
治
法
」
の
公
共
施
設
管
理
規
定
だ
け
で
は
公
園
維
持
管
理
お
よ
び
運
営
に
お
い
て
生
じ
て
い
る
問
題
に
対
応
で
き
な
い
こ
と
へ
の
懸
念
で
あ
っ
た
。
実
際
、
多
く
の
公
園
地
が
管
理
不
足
や
管
理
規
定
の
不
備
に
よ
っ
て
、
転
用
さ
れ
つ
つ
あ
っ
た
た
め
、
公
園
財
政
の
確
立
と
と
も
に
公
園
管
理
の
適
正
化
、
管
理
基
準
の
作
成
、
保
勝
地
の
公
園
指
定
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
公
園
法
制
の
新
設
が
求
め
ら
（、）
れ
て
い
た
。
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定められ、公園事務の処理が自治体に属することとされた。
と
こ
ろ
が
、
昭
和
二
三
（
’
九
四
八
）
年
の
六
月
に
制
定
さ
れ
た
「
国
有
財
産
法
」
の
第
三
条
二
項
の
「
二
、
公
共
福
祉
用
財
産
」
の
規定に、「国において直接公共の用に供し、若しくは供するものと規定した公園若しくは広場または公共のために保
全する記念物若しくは国宝その他の重要文化財」という条項が設けられたものの、現実の公園実態、すなわち、現存
する市町村の公園が法規定通りの「国において直接公共の用に供する」ものではなかった。そこで、建設省は検討の
末、「国において直接、道路、河川、水路、港湾その他公共の用に供する財産であって公共福祉用財産以外のもの」
と同法に規定されたいわゆる「公共物」として公園を扱うことにきめ、更に同法規定九条に基づいて、建設省管理の
公
園
を
地
方
公
共
団
体
の
長
に
委
任
維
持
さ
せ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
戦前より太政官布達以来大部分の公園の用地は地盤国有であり、基本的には内務省所管の公共財産で、内務省（中
（旧）
央）か壷ｂ府県に、また府県から市町村にその管理を委任、再委任管理するという機関委任の体制であった。国有財産
で
あ
り
な
が
ら
も
実
際
の
維
持
管
理
が
自
治
体
に
よ
り
、
「
か
な
り
自
由
に
な
さ
れ
る
こ
と
で
公
園
本
来
の
目
的
に
沿
わ
な
い
不
適
切
な
管理がまかり通っていた」ことが指摘されていた。それは、公園本来の目的が大政官布達のように遊園的なものへの
イ
メ
ー
ジ
が
強
か
っ
た
こ
と
、
ま
た
公
園
の
維
持
管
理
に
関
す
る
費
用
の
調
達
が
ほ
ぼ
す
べ
て
の
公
園
で
任
さ
れ
る
、
い
わ
ば
「
独
立
採
（脳）
算制」であったことによって公園軽視の可能性はすでに初期公園行政から内包されていたのであった。
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（三）〈申）
一一ハー
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一
「
都
市
公
園
法
」
の
制
定
公
園
に
関
す
る
単
独
法
の
必
要
性
は
大
正
期
か
ら
専
門
家
の
間
で
は
重
要
な
課
題
と
し
て
指
摘
さ
れ
て
き
た
が
、
内
務
省
の
「
公
共
財
産」と大蔵省の「雑種財産」という組織間の所有権に関する見識相違があり、長い間公園に関する単独法の検討は放
置
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
、
前
述
の
よ
う
に
、
戦
中
か
ら
戦
後
に
か
け
て
公
園
の
消
滅
や
管
理
不
備
に
よ
る
廃
嘘
化
が
目
立
ち
、
公
園
に
関
す
る
単
独
法
制
定
の
動
き
は
活
発
化
し
た
。
公
園
の
保
存
や
設
置
に
関
す
る
公
園
計
画
が
「
戦
災
復
興
計
画
」
に
お
い
て
扱
わ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
そ
の
施
設
基
準
や
公
園
管
理
の
基
準
な
ど
の
検
討
も
始
ま
っ
て
い
た
。
「
都
市
公
園
法
」
案
は
、
昭
和
三
一
（
一
九
五
六
）
年
に
国
会
に
提
出
さ
れ
、
四
月
に
原
案
通
り
に
可
決
さ
れ
法
律
第
七
九
号
と
し
て
公
布
さ
れ
た
。
同
年
九
月
に
は
「
都
市
公
園
法
施
行
令」（政令第二九○号）が、また同年一○月には「都市公園法施行規則」（建設省令第三○号）がそれぞれ施行された。
この「都市公園法」は、都市公園の管理を明確にすることに重点が置かれ、従来の慣習的な公園管理に頼ってきた
公園行政は都市公園に関する諸問題に対応できる基本的根拠をもつことになった。主な内容としては、「都市公園の
配
置
と
規
模
、
施
設
に
関
す
る
技
術
的
基
準
を
決
め
た
こ
と
、
公
園
敷
地
内
に
お
け
る
建
蔽
率
を
決
め
た
こ
と
、
地
方
公
共
団
体
（
公
園
管理者）が公園管理者以外の者に公園施設の設置および管理を代行させる場合の規定が設けられたこと、公園施設以
外の工作物などの占用の規定が定められたこと、公園管理者は特別な場合を除く他公園の全部または一部を廃止して
は
な
ら
な
い
こ
と
を
規
定
し
た
こ
と
、
公
園
台
帳
の
作
成
保
管
義
務
の
規
定
を
定
め
た
こ
と
、
国
は
政
令
で
決
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
都
市
公園の新設・改築に要する費用の一部を補助する制度を設けたこと」などであり、都市公園に関する管理上の対象と
第
二
節
「
都
市
公
園
法
」
の
制
定
と
公
園
整
備
の
多
様
化
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
二
号
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二
昭
和
三
○
年
代
の
公
園
管
理
状
況
太
政
官
布
達
に
よ
る
公
園
の
開
設
か
ら
九
○
年
を
迎
え
た
昭
和
三
八
（
一
九
六
三
）
年
頃
は
、
戦
災
復
興
事
業
が
あ
る
程
度
進
捗
を
見
た
上
、
東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
の
開
催
を
控
え
、
高
速
道
路
を
は
じ
め
幹
線
道
路
・
地
下
鉄
な
ど
交
通
網
の
整
備
、
上
下
水
道
な
ど
公
共
的
な
施
設
の
建
設
・
改
造
・
拡
張
が
急
激
に
整
備
さ
れ
た
時
期
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
急
激
な
都
市
施
設
の
整
備
が
行
わ
れ
て
い
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
公
園
事
業
だ
け
が
施
設
の
整
備
か
ら
管
理
ま
で
劣
悪
な
状
況
の
ま
ま
で
あ
っ
た
。
こ
の
時
期
、
東
京
都
に
お
け
る
都
市
公
園
の
全
体
数
は
四
四
五
か
所
で
、
そ
の
面
積
は
約
二
一
七
万
坪
（
七
一
七
脆
）
で
あ
り
、
公
園
管
理
に
か
か
わ
る
人
数
は
八
・
三
三
人
で
あ
っ
た
。
そ
れ
は
、
管
理
者
一
人
の
担
当
が
平
均
七
千
坪
の
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
一一ハーーー
責任主体（第一、二条）および占用などの諸基準（第六条～第一○条）を条例によって明確に定めること（第一八
（卯）
条）が最大の特徴であった。また、｜人当り都市公園面積の標準を六㎡に規定したほか、都市公園を九種類に分類し、
（別）〈理）
公
園
の
敷
地
に
対
する建造物の建蔽率を二％、運動施設の場合五○％以内とするなどの詳細な基準が設けられた。
他
方
、
都
市
公
園
の
設
置
に
関
す
る
戦
後
最
初
の
基
準
は
、
昭
和
二
六
（
一
九
五
一
）
年
六
月
に
建
設
省
が
出
し
た
通
達
「
公
園
施
設
（郷）
基
準
制
定
に
つ
い
て
」
が
そ
の
最
初
で
あ
っ
た
。
そ
の
通
達
に
よ
れ
ば
、
公
園
施
設
基
準
の
対
象
は
、
「
地
盤
国
有
公
園
に
属
す
る
公
園
（国営公園を除く）、都市計画事業または特別都市計画事業および別途事業により営造物として設置した公園並び建設
中
の
公
園
、
土
地
区
画
整
理
に
よ
り
生
じ
る
公
園
」
で
あ
り
、
公
園
の
配
置
そ
の
他
公
園
計
画
上
必
要
な
事
項
な
ら
び
に
公
園
の
分
類
に
つ
い
て
は
昭
和
二
一
（
一
九
四
六
）
年
の
戦
復
第
四
八
一
号
に
よ
る
「
緑
地
計
画
標
準
」
に
準
拠
す
る
よ
う
と
し
、
各
公
園
内
施
設
の
詳
細基準を通達していた。
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三
河
川
敷
地
の
公
園
化
終戦直後の「特別都市計画法」および昭和二五（’九五○）年の「首都建設法」に代わって昭和三一（’九五六）
年
の
四
月
に
制
定
さ
れ
た
「
首
都
圏
整
備
法
」
は
そ
の
目
的
を
、
「
首
都
圏
整
備
に
関
す
る
総
合
的
な
計
画
を
策
定
し
、
そ
の
実
施
を
推
進
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
わ
が
国
の
政
治
、
経
済
、
文
化
等
の
中
心
に
ふ
さ
わ
し
い
首
都
圏
の
建
設
と
そ
の
秩
序
あ
る
発
展
を
図
る
こ
と
」
（
第
一
条
）
に
お
い
て
あ
っ
た
が
、
公
園
・
緑
地
等
の
空
地
に
関
す
る
事
項
は
「
基
本
計
画
」
の
内
、
。
既
成
市
街
地
、
近
郊
地
帯
（路）
および市街地開発区域の整備に関する事項」の中で取り上げられていた。また、昭和一一一二（一九五七）年には「首都
圏整備計画第一次一○か年計画」が樹立され、緊急の整備を必要とする公園緑地として、児童公園（一三○か所、約
一一一一一一他）、近隣公園（一一七か所、約五七胆）、大公園（三四か所、約三一八胆）、他に遮断緑地（一一一か所）を設けるこ
とが決定された。
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一六四
管理面積、施設利用者平均三万人に達していたほか、公園清掃の主力であった失業対策事業の場合には一人平均一、
（別）
四
○
○
坪
を
管
理
区
域
と
し
て
受
持
つ
と
い
う
計
算
か
ら
は
劣
悪
な
管
理
活
動
の
一
面
が
わ
か
る
と
こ
ろ
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
未
開
設
の
都
市
公
園
の
管
理
に
は
、
不
当
な
占
有
や
損
害
行
為
に
よ
る
問
題
が
散
在
し
て
お
り
、
公
園
の
管
理
お
よ
び
そ
の
利
用
に
深
刻
な
被
害
を
も
た
ら
し
て
い
た
。
た
と
え
ば
、
東
京
都
の
公
園
地
と
し
て
設
定
さ
れ
て
い
る
九
四
か
所
、
九
七
万
坪
の
未
開
設
公
園
地
の
中
に
は
、
一
二
万
坪
余
が
不
適
格
物
件
、
す
な
わ
ち
、
都
営
住
宅
・
学
校
・
病
院
・
官
公
署
建
築
の
敷
地
と
し
て
充
当
さ
れ
て
い
る
も
の
や
戦
後
住
宅
の
不
足
に
よ
る
宅
地
の
一
時
的
提
供
が
立
ち
退
き
不
可
能
と
な
っ
て
い
る
も
の
が
含
ま
れ
て
お
り
、
管
理
活
動
の
手
が
届
か
な
い
ま
ま
放
置
さ
れ
て
い
た
。
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他方、「首都圏整備計画」における全体の公園・緑地計画については、東京都市計画地方審議会の中に「公園緑地
特
別
委
員
会
」
が
組
織
さ
れ
、
研
究
調
査
が
進
め
ら
れ
た
。
こ
の
「
公
園
緑
地
特
別
委
員
会
」
に
お
い
て
は
、
「
事
業
化
不
可
能
な
計
画
の
廃
止
、
そ
の
代
用
に
河
川
・
池
沼
・
社
寺
境
内
・
官
公
有
地
等
の
公
共
空
地
は
積
極
的
に
確
保
す
る
と
と
も
に
、
準
公
園
的
施
設
の
保
護」のほか、「小公園は都市の中高層不煙化計画実施によって立体化後生じる空地の確保し整備する」といった内容
（邪）
の
調
査
結
果
が
都
市
計
画
地
方
審
議
会
に
報
告
さ
れ
た
。
こ
の
報
告
に
基
づ
き
、
公
園
緑
地
に
関
す
る
実
効
性
を
と
も
な
っ
た
公
園
緑
地
計画の大改定が行われ、昭和三二（一九五七）年一二月に建設省告示第一、六八九号として公示され、明治一一一六（｜
（幻）
九○六）年の「東京市区改正新設計」以降の、都市計画公園緑地に関するすべての告一水は廃止された。
昭
和
三
○
年
代
後
半
か
ら
昭
和
四
○
年
代
に
か
け
て
都
市
公
園
の
整
備
は
主
に
、
主
要
河
川
の
公
園
化
が
進
め
ら
れ
た
。
こ
の
時
期
は
、
自
然
保
護
思
想
の
普
及
に
と
も
な
う
経
済
成
長
の
歪
み
が
、
生
活
環
境
の
悪
化
に
連
動
し
た
時
期
で
も
あ
り
、
自
然
的
環
境
に
対
す
る
保
護
お
よ
び
保
全
に
関
す
る
関
心
が
高
ま
り
、
各
種
の
制
度
が
法
制
化
さ
れ
る
時
期
で
も
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
昭
和
四
○
年
代
前
半
の
公
害
防
止
関
連
法
制
の
整
備
を
は
じ
め
、
昭
和
四
二
（
’
九
六
七
）
年
か
ら
昭
和
四
五
（
一
九
七
○
）
年
に
か
け
て
「
公
害
対
策
基
本
法」・「大気汚染防止法」・「海洋汚染防止法」・「水質汚濁防止法」・「公害負担法」・「公害紛争処理法」などの規制関係
の法制化のほか、昭和四七（’九七二）年には、「自然環境保護法」・「都市緑地保全法」・「生産緑地法」・「国土利用
計
画
法
」
な
ど
の
自
然
の
保
全
を
図
る
法
制
が
整
備
さ
れ
た
。
こ
う
し
た
中
、
昭
和
四
○
年
代
前
後
し
て
公
園
需
要
、
中
で
も
運
動
機
能
に
対
す
る
需
要
の
拡
散
に
し
た
が
い
、
用
地
費
な
ど
事
業
化
に
財
政
的
負
担
の
少
な
い
河
川
の
高
水
敷
の
都
市
公
園
化
が
盛
ん
に
行
わ
れ
た
。
こ
れ
は
、
昭
和
四
○
二
九
六
五
）
年
に
定
め
ら
れ
た
「
河
川
敷
地
占
用
許
可
準
則
」
に
よ
り
、
大
都
市
周
辺
部
の
河
川
敷
地
の
公
園
化
が
容
易
に
な
っ
た
か
ら
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
昭
和
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
’六五
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東
京
都
に
お
け
る
公
園
緑
地
の
本
格
的
な
整
備
事
業
は
、
昭
和
四
四
二
九
六
九
）
年
度
を
起
点
と
し
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
昭
和
四
四
二
九
六
九
）
年
の
「
東
京
都
中
期
計
画
’
六
九
」
に
お
い
て
は
じ
め
て
公
園
緑
地
が
「
中
項
目
」
に
位
置
づ
け
ら
れ
、
昭
和
六
○
（一九八五）年を目標年次とし、一人当たり公園緑地面積三㎡／人を基準値に都全域において三、七八○ｍ（都立公
園
「
八
九
○
烟
を
含
む
）
の
整
備
計
画
が
決
定
さ
れ
た
。
ま
た
短
期
計
画
と
し
て
、
昭
和
四
五
年
か
ら
四
七
年
に
か
け
て
整
備
目
標
約
（鋤）
一一九○岨、経費約一七四億円が策定された。
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三五（一九六○）年頃までは河川敷地の公園化などに関する政策的動向はなかったが、同年一月に衷皐都建設局長が
建
設
省
に
対
し
て
問
い
合
わ
せ
た
結
果
、
建
設
省
か
ら
は
「
地
方
公
共
団
体
が
河
川
法
第
一
八
条
の
規
定
に
よ
り
地
方
行
政
長
の
許
可
を
受けて河川敷地を占用し、これに設置した公園であっても、都市計画法第二条の規定により決定された都市計画区域
の
存
す
る
場
合
又
は
同
法
第
三
条
の
規
定
に
よ
り
都
市
計
画
の
施
設
と
し
て
決
定
さ
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
は
、
都
市
公
園
法
に
規
定
する都市公園に該当するものとして解する」（昭和三五年四月、建設計東第二四号）ということが回答され、河川敷
地
の
公
園
化
へ
の
道
が
開
か
れ
た
。
こ
の
後
の
昭
和
四
○
二
九
六
五
）
年
に
は
「
河
川
敷
地
の
占
用
許
可
に
つ
い
て
」
（
昭
和
四
○
年
建
設
省
発
河
第
一
九
九
号
建
設
事
務
次
官
通
達
）
に
よ
っ
て
河
川
敷
地
の
開
放
が
正
式
に
決
定
さ
れ
、
占
用
許
可
の
際
に
は
公
園
緑
地
を
優
先
す
る
よ
う
通
達
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
理
由
と
し
て
は
、
児
童
の
遊
び
場
の
重
要
性
・
緊
急
性
と
と
も
に
一
般
財
源
の
不
足
に
対
す
る
（邪）
公
園
用
地
の
確
保
が
主
な
も
の
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
昭
和
四
七
（
一
九
七
二
）
年
の
「
都
市
公
園
等
整
備
緊
急
措
置
法
」
の
制
定
以
降
、
都
の
財
政
に
お
け
る
都
市
公
園
整
備
事
業
費
が
大
幅
に
増
額
さ
れ
、
昭
和
五
○
年
代
か
ら
は
近
郊
緑
地
の
買
収
に
よ
る
公
園
化
が
進
め
ら
れた。
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他方、この「新都市計画法」によって都市計画の策定に関する権限の一部が特別区長に移譲され、区立公園の整備
は著しく進捗した。昭和四五二九七○）年における区部の公園整備量は全体として約三八○妃であったが、その一
○
年
後
の
昭
和
五
五
二
九
八
○
）
年
に
は
約
一
、
○
三
○
埴
に
ま
で
拡
大
し
て
い
た
。
ま
た
、
こ
の
「
新
都
市
計
画
法
」
の
制
定
に
は
く釦）
自
然
保
護
に
対
す
る
市
民
意
識
の
吉
向
ま
り
の
影
響
も
あ
り
、
国
分
寺
市
の
殿
ヶ
谷
庭
園
の
場
合
が
そ
の
典
型
的
な
事
例
で
あ
っ
た
。
この「新都市計画法」における公園整備の基本方針は「市街地区域」に重点をおきながら、「既成市街地」、「既成
市街地周辺部」、「新市街地」に区別され、それぞれの地域ごとの整備方針が定められた。まず、「既成市街地」にお
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（三）（申）
一六七
原
則
と
し
て
立てていた。
四
「
新
都
市
計
画
法
」
と
都
市
公
園
整
備
昭
和
四
四
二
九
六
九
）
年
の
「
新
都
市
計
画
法
」
に
お
い
て
の
「
都
市
公
園
」
は
、
都
市
計
画
法
の
第
一
一
条
一
頁
二
号
規
定
、
「公園、緑地、広場、墓苑その他の公共空地」の中に含まれており、その施行規則第七条（公共空地の種類）、同第二
五条（公園の技術的な細目）によって規定されていた。また、建設省通達「都市計画法の施行について」のⅣ、「都
（加）
市施設に関する貢（四）」において公園の種類およびその名称を指一不していた。この「新都市計画法」においては、
都市計画決定権限の変化にともない、同法第一五条一頁三号規定「一つの市町村の区域を超える広域の見地から決定
す
べ
き
都
市
施
設
、
ま
た
は
根
幹
的
都
市
施
設
」
に
つ
い
て
は
、
都
市
計
画
の
決
定
権
者
を
当
該
知
事
の
決
定
と
規
定
し
て
い
た
。
ま
た
、
公園の整備については「市街化区域」の整備を重点的に行うものとし、市街化を促進する恐れのないものなどについ
ては「市街化調整区域」においても定め得るが、住区を構成する基幹的施設である近隣公園・児童公園については、
原則として「市街化調整区域」には定めないものとし、やむを得ない場合を除き、公園関連事業は施行しない方針を
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いては、小規模の都市施設などは市街地再開発事業や土地区画整理事業を通じて順次整備していくこととし、根幹的
都市施設である大公園などの整備が優先的に取り上げられていた。つぎの、「既成市街地周辺部」においては、公共
設備の整備が遅れている道路、公園などの都市施設の整備が優先された。そのための公共施設の整備計画を詳細まで
定め得る土地区画整理事業の都市計画を早期に定めることとし、｜っの地区には一つの近隣公園と四つの児童公園を
整
備
す
る
こ
と
が
決
ま
っ
た
。
そ
れ
に
よ
り
一
○
年
後
の
一
人
当
た
り
公
園
面
積
は
四
・
六
㎡
と
想
定
さ
れ
た
。
また、「新市街地」においては、都市の骨格となる一般公園から近隣住区内の必要施設である児童公園まで都市計
画として定め、新住宅市街地開発事業、土地区画整理事業などを通じて大規模な面的整備事業を行うことが決まった。
し
か
し
、
こ
れ
ら
の
方
針
に
お
い
て
注
目
さ
れ
る
点
は
、
既
成
市
街
地
お
よ
び
既
成
市
街
地
周
辺
地
域
に
お
い
て
整
備
で
き
な
い
ま
た
は
既
成
市
街
地
に
お
い
て
不
足
し
て
い
る
公
園
必
要
面
積
の
不
足
分
を
新
市
街
地
に
お
い
て
補
い
、
全
体
と
し
て
は
平
均
的
公
園
面
積
の
上
昇
を
念
頭
に
お
い
た
こ
と
で
あ
っ
た
。
他方、「新都市計画法」における公園分野の整備には、費用の分担が明確に示されていた。土地区画整理事業、市
街地再開発事筆志どの市街地開発事業によらない単独事業の公園整備に必要な経費については、用地費および施設な
どの工事費の全額を公共主体が負担することや、市街地開発事業による面的公園整備に必要とされる経費については、
原則として面的整備を行う区域面積の三％に該当する用地の取得費用は面的整備を行う者が負担し、施設などの工事
費用に関しては七割を公共主体が、残りの三割を民間が負担することになった。その上、既成市街地における面的整
備事業の場合、整備区域の三％にあたる用地の購入が困難な時には一割を公共主体が負担しうるが、原則には開発者
（犯）
である民間が全額負担することとなった。たとえば、昭和四六（一九七一）年から昭和五五（一九八○）年までの一
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長
期
整
備
計
画
の
必
要
と
「
中
間
答
申
」
他
方
、
昭
和
四
六
二
九
七
一
）
年
に
至
っ
て
、
戦
後
に
お
け
る
都
市
公
園
政
策
の
大
き
な
転
換
を
求
め
た
中
間
答
申
が
、
「
都
市
計
画
中
央
審
議
会
」
（
以
下
、
「
中
央
審
議
会
』
か
ら
出
さ
れ
、
国
営
公
園
な
ど
の
広
域
公
園
の
整
備
を
中
心
と
す
る
「
量
的
拡
大
」
政
策
が
策
定
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
建
設
省
に
お
い
て
都
市
計
画
の
諮
問
機
関
と
し
て
設
置
さ
れ
た
こ
の
－
１
中
央
審
議
会
」
の
答
申
が
も
つ
最
大
の
特
徴
は
、
答
申
の
主
な
内
容
が
建
設
省
の
重
要
政
策
と
し
て
成
立
す
る
と
こ
ろ
に
あ
る
が
、
昭
和
四
六
二
九
七
一
）
年
の
「
都
市
に
お
け
る
公
園
緑
地
等
の
計
画
的
な
整
備
を
推
進
す
る
た
め
の
方
策
に
関
す
る
中
間
答
申
」
を
は
じ
め
総
計
一
二
回
の
公
園
政
策
に
関
する重要な答申が出されており、主に制度の創設にかかわるもの、都市公園整備の長期的計画の重点事業にかかわる
（卿｝
も
の
、
都
市
緑
化
施
策
の
全
般
に
か
か
わ
る
も
の
に
大
別
さ
れ
た
。
そ
の
う
ち
、
昭
和
四
六
（
一
九
七
一
）
年
の
「
都
市
に
お
け
る
公
園
緑
地
等
の
計
画
的
な
整
備
を
推
進
す
る
た
め
の
方
策
に
関
す
る
中
間
答
申
」
は
、
戦
後
の
都
市
公
園
政
策
に
対
し
、
整
備
の
体
系
お
よ
び
（狐）
理
論
的
基
礎
を
提
供
し
、
都
市
公
園
政
策
の
転
換
を
促
し
た
も
の
と
さ
れ
た
。
そ
の
内
容
に
お
い
て
は
、
「
環
境
問
題
へ
の
対
応
、
民
間
設
備
投
資
に
対
し
て
公
共
投
資
の
立
ち
後
れ
た
た
め
社
会
資
本
の
不
足
が
深
刻
化
、
生
活
環
境
の
悪
化
等
に
よ
る
公
共
施
設
・
サ
ー
ビ
ス
へ
の
ニ
ー
ズ
増
加
、
社
会
資
本
・
生
活
基
盤
整
備
の
課
題
、
経
済
政
策
に
お
い
て
『
成
長
追
求
型
』
か
ら
『
成
長
活
用
型
』
へ
、
『
産
業
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
避
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
一六九
○か年における市街化区域の公園整備に必要な投資経費の試算として、全体としては公共主体による投資額が一兆一、
五
○
○
億
円
、
民
間
に
よ
る
投
資
額
が
七
千
億
円
で
総
計
一
兆
八
千
七
○
○
億
円
が
総
投
資
額
と
し
て
算
定
さ
れ
て
い
た
。
と
く
に
、
「新市街地」における投資額の二二．五％としていたが、それは「既成市街地」において不足している公園面積の改
善のためであり、大規模の公園として整備することで、その不足を補おうとするものであった。
Hosei University Repository
六
「
都
市
公
園
等
整
備
緊
急
措
置
法
」
戦
後
に
お
い
て
都
市
環
境
の
悪
化
が
目
立
ち
、
生
活
に
お
け
る
都
市
装
圃
の
欠
如
は
深
刻
さ
を
増
し
て
い
た
。
戦
前
に
お
い
て
確
保
さ
れ
て
き
た
公
園
緑
地
は
も
ち
ろ
ん
、
民
間
に
お
い
て
保
存
維
持
さ
れ
て
き
た
民
有
地
等
の
急
激
な
都
市
化
と
、
そ
れ
に
連
動
し
た
自
然
的
環境の宅地化や工場地化によって、都市における大避なオープンスペースの激減を招いた。
都
市
公
園
等
の
整
備
が
本
格
的
に
行
わ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
の
は
、
こ
の
よ
う
な
社
会
情
勢
の
変
化
に
反
応
し
た
結
果
で
あ
る
が
、
そ
の
具
体
的
な
整
備
計
画
が
打
ち
出
さ
れ
た
の
は
、
都
市
公
園
法
の
制
定
か
ら
一
五
年
も
遅
れ
た
昭
和
四
六
（
一
九
七
二
年
の
都
市
計
画
中
央
審
議
会
の
答
申
に
お
い
て
で
あ
っ
た
。
当
時
は
、
観
光
や
屋
外
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
社
会
的
需
要
も
飛
躍
的
に
高
ま
り
、
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
二
号
一七○
基
盤
整
備
型
』
か
ら
『
生
活
基
盤
整
備
型
』
へ
の
質
的
転
換
」
と
い
う
社
会
状
況
の
変
化
を
指
摘
し
て
い
た
。
そ
の
上
、
。
仲
的
空
間
と
し
て
の
「
に
わ
」
に
代
わ
る
新
た
な
空
間
の
必
要
、
公
害
お
よ
び
災
害
に
対
す
る
都
市
の
貧
弱
化
、
国
民
所
得
水
準
向
上
に
よ
る
社
会
的
欲
（鵠）
求（レクリエーション機能）の増大などに対応する長期的政策の必要を促していた。
ま
た
、
将
来
的
な
都
市
公
園
政
策
に
関
し
て
長
期
構
想
を
発
表
し
、
そ
の
長
期
構
想
に
お
い
て
は
、
①
環
境
対
策
の
一
環
と
し
て
の
都
市
公
園
行
政
の
位
圃
づ
け
、
②
上
位
計
画
、
都
市
計
画
法
に
基
づ
く
土
地
利
用
計
画
、
都
市
施
設
等
の
計
画
と
の
連
携
、
調
整
・
都
市
環
境
渉
遥
脅
の
た
め
の
基
幹
公
園
（
住
区
基
幹
公
園
お
よ
び
都
市
基
幹
公
園
）
の
整
備
、
③
公
害
、
災
害
防
止
の
た
め
の
公
害
、
災
害
対
策
緑
地
（
緩
衝
緑
地
な
ど
）
の
整
備
、
④
広
域
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
需
要
に
対
応
す
る
大
規
模
公
園
（
広
域
公
園
、
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
都
市
）
の
整
備
な
ど
を
取
り
上
げ
、
そ
の
早
期
確
立
を
至
急
な
課
題
と
し
て
掲
げ
た
。
こ
の
答
申
は
、
「
緑
の
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
」
の
全
国
的成立をうながし、戦後低迷していた都市公園政策を量的整備に傾斜させる契機を提供するものであった。
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健
康
や
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
を
大
規
模
の
設
置
を
通
じ
た
量
的
拡
大
公
園
に
求
め
る
こ
と
と
な
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
都
市
公
園
の
整
備
に
関
す
る
長
期
計
画
の
策
定
の
必
要
か
ら
、
昭
和
四
四
二
九
六
九
）
年
に
建
設
省
に
お
い
て
「
都
市
公
園
問
題
研
究
会
」
が
設
け
ら
れ
、
｛鍋）
都市公園整備に当たっての財政問題や長期構想等が議論された。その後、スポーツとレクリエーション需要への対応
と
し
て
出
さ
れ
た
の
が
昭
和
四
五
（
一
九
七
○
）
年
の
「
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
都
市
整
備
要
綱
」
で
あ
り
、
後
の
昭
和
四
七
二
九
七
二）年には「都市公園等整備緊急措置法」ならびに「都市公園等整備五か年計画」が次々と打ち出された。中でも、
「都市公園等整備緊急措置法」は、「都市公園等整備五か年計画」（以下、「五か年計画」を骨子として、政府におい
て五か年計画を実施するための必要措置を講ずることや自治体が本計画に即して都市公園の緊急的な整備を目的とし
た
戦後最大の計画であった。
この「五か年計画」における公園など整備の基本的方向性は、この「五か年計画」の策定が主な内容とされる「都
市
公
園
等
整
備
緊
急
措
置
法
」
と
そ
の
母
胎
と
な
っ
た
昭
和
四
六
二
九
七
一
）
年
の
都
市
計
画
中
央
審
議
会
の
「
都
市
に
お
け
る
公
園
緑
地
等
の
計
画
的
整
備
を
推
進
す
る
た
め
の
方
策
に
関
す
る
中
間
答
申
」
に
お
け
る
、
都
市
公
園
の
整
備
が
立
ち
後
れ
た
原
因
分
析
に
お
い
て
明
確
に
現
れ
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
こ
の
「
中
間
答
申
」
は
、
都
市
公
園
が
他
の
都
市
基
盤
設
備
に
比
べ
そ
の
整
備
が
立
ち
後
れ
て
い
る
主
な
原
因
を
、
「
高
度
経
済
成
長
の
過
程
を
通
じ
て
資
源
配
分
が
産
業
部
門
な
い
し
産
業
基
盤
整
備
を
優
先
的
に
行
っ
た
他
に
、
従
来
の
都
市
公
園
の
整
備
が
市
町
村
単
位
で
進
め
ら
れ
た
た
め
に
、
大
都
市
地
域
で
は
広
域
に
わ
た
る
都
市
公
園
の
整
備
の
体
制
が
立
ち
後
（師）
れていた」と指摘していた。このような問題認識は、都市公園などの整備に対する予算措置の拡大と大規模広域公園
の
整
備
の
必
要
性
に
直
接
結
び
つ
き
、
「
五
か
年
計
画
」
の
策
定
お
よ
び
後
の
「
都
市
公
園
法
」
の
改
正
に
よ
っ
て
着
実
に
現
実
化
さ
れ
ていた・
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
一
七
一
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七
「
都
市
公
園
等
緊
急
整
備
五
か
年
計
画
」
の
実
施
「都市公園等整備緊急措置法」と同時に策定された「第一次都市公園整備等五か年計画」（以下、「第一次計画」は、
昭
和
四
七
（
一
九
七
一
）
年
度
末
の
全
国
都
市
計
画
区
域
人
口
一
人
当
た
り
都
市
公
園
面
積
約
二
．
八
㎡
／
人
を
、
昭
和
四
九
（
一
九
七
六
）
年
度
末
ま
で
に
約
四
．
二
㎡
／
人
へ
、
五
年
間
整
備
総
面
積
約
一
六
、
五
○
○
畑
に
す
る
こ
と
を
目
標
と
し
、
総
額
整
備
費
九
千
億
円
の
投
資
が
決
ま
っ
た
。
こ
の
「
第
一
次
計
画
」
に
よ
っ
て
整
備
さ
れ
た
都
市
公
園
等
の
面
積
は
約
八
、
三
○
○
順
で
あ
り
、
こ
の
整
備
量は明治六（一八七一一一）年の太政官布達より第一次計画前までに整備されていた全国都市公園面積約二三、六○○胆
の三分の一に当たる膨大な量であった。この「第一次計画」は計画終了年を待たず、計画年次を一年繰り上げて「第
二次計画」が昭和五一（一九七六）年に開始された。
その後も「五か年計画」によって都市公園の急速な整備が進められた。たとえば、昭和五○二九七五）年度には
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
二
号
一七二
こ
の
「
都
市
公
園
等
整
備
緊
急
措
置
法
」
（
法
律
第
六
七
号
）
は
そ
の
目
的
を
「
都
市
公
園
等
の
緊
急
か
つ
計
画
的
な
整
備
を
促
進
す
ることにより、都市環墳一の改善を図り、もって都市の健康な発展と住民の心身健康の保持増進に寄与すること（第一
条）」とし、対象となる「都市公園等整備事業」を法第二条の一一において、「都市公園等の新設または改築に関する事
業
」
と
し
て
定
義
し
た
。
主
な
内
壗
ロ
に
は
、
「
五
か
年
計
画
」
の
策
定
と
そ
の
た
め
の
財
源
措
置
を
識
ず
る
こ
と
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
、
「
五
か
年
計
画
」
の
期
間
内
に
行
う
事
窒
お
実
施
の
目
標
や
量
の
設
定
を
指
示
し
、
計
画
策
定
の
際
に
は
経
済
企
画
庁
お
よ
び
国
土
庁
長
官
と
の
協
議
の
義
務
づ
け
が
定
め
ら
れ
、
「
都
市
公
園
等
整
備
緊
急
措
置
法
」
お
よ
び
「
五
か
年
計
画
」
が
、
上
位
計
画
と
し
て
の
経
済
計画や国土計画（「全国総合開発計画」）の枠組において相関性をもって規定されていたことがわかる。
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一
「
現
状
維
持
」
の
整
備
政
策
明治六（一八七三）年に遡る都市公園政策は一○○年以上の歴史をもつが、第二次大戦後の高度経済成長以前まで
の
都
市
に
は
、
農
地
、
雑
木
林
、
社
寺
境
内
、
個
人
宅
地
緑
地
な
ど
都
市
公
園
の
機
能
の
一
部
を
代
替
す
る
存
在
が
、
都
市
内
に
残
っ
て
いたこともあって、都市施設としての都市公園の整備はきわめて緩慢なテンポで進んできた。
昭和三○年代よりの高度経済成長により、大都市圏の中心では人口・産業などの集中が起こる一方、市街地はスプ
ロール現象により外延化されつつあった。とくに、首都圏では昭和三○年代後半に人口急増帯が次第に郊外部へ移行
す
る
ド
ー
ナ
ッ
ツ
現
象
が
進
み
始
め
た
。
す
な
わ
ち
、
市
街
地
の
ス
プ
ロ
ー
ル
化
が
進
む
こ
と
に
つ
れ
、
外
禄
部
で
は
農
業
的
土
地
利
用
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（三）（申）
一七三
都市公園の数一二、二四一か所、面積は一一一一、九四八ｍとなり、｜人当たりの都市公園面積は約一一一．四㎡となった。
これは、終戦直後の昭和二五（’九五○）年の一一、五六九か所、面積一一一一、六三○旭および昭和四六（五か年計画の
（銘）
前年、一九七一）年度の都市公園数一二、一一一一○か所、面積一一一一一、六一一一一一一胆に比べ大幅な避的整備であった。引き続
き、昭和五一（一九七六）年からの「第二次都市公園等整備五か年計画」期間中に約一○、六○○ｍ、昭和五六（’
九八一）年からの「第三次都市公園整備等五か年計画」期間中に約一二、四○○畑、さらに昭和六一（一九八六）年
か
ら
の
「
第
四
次
都
市
公
園
整
備
等
五
か
年
計
画
」
中
に
は
約
九
、
二
○
○
旭
の
都
市
公
園
が
そ
れ
ぞ
れ
整
備
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
そ
の
結
果
、
昭
和
六
○
二
九
八
五
）
年
度
末
の
都
市
公
園
等
の
整
備
現
況
は
都
市
公
園
四
八
、
一
二
五
か
所
、
面
積
五
四
、
八
七
○
烟
で
あ
り
、
｜
人
当
た
り
の
都
市
公
園
面
積
は
四
・
九
㎡
と
な
っ
た
。
第
三
節
都
市
緑
化
と
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
機
能
の
拡
大
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法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
二
号
一七四
と都市的土地利用の無秩序な混存床状態が顕著化するなど大都市圏における都市構造の変質が生じていた。
こ
の
都
市
化
の
進
展
・
深
化
と
と
も
な
い
都
市
内
に
存
続
し
て
い
た
私
的
・
公
的
空
間
の
緑
と
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
は
工
業
基
盤
地
・
宅地開発等に転化し、急激に失われたため、昭和三一（一九五六）年の「「首都圏整備法」においては無秩序な都市
化
状
況
の
拡
大
を
防
ぐ
た
め
の
「
近
郊
緑
地
帯
」
が
設
け
ら
れ
た
。
し
か
し
、
大
都
市
に
お
け
る
人
口
・
産
業
集
中
の
抑
制
策
と
し
て
試
み
ら
れ
た
こ
の
「
グ
リ
ー
ン
ベ
ル
ト
」
の
構
想
は
地
元
の
反
対
に
よ
り
実
現
さ
れ
ず
、
昭
和
四
○
（
一
九
六
五
）
年
の
「
首
都
圏
整
備
法
」
の
改
正
に
至
り
、
「
近
郊
緑
地
帯
」
は
「
近
郊
●
整
備
地
帯
」
に
改
め
ら
れ
、
事
実
上
の
廃
止
と
な
っ
た
。
他
方
、
都
市
の
緑
化
に
つ
い
て
は
、
昭
和
二
九
年
二
九
五
四
）
に
建
設
省
に
お
い
て
、
「
広
域
緑
地
計
画
」
（
｜
っ
の
都
市
を
単
位
と
し
た
計
画
で
は
な
く
複
数
の
都
市
ま
た
は
県
区
域
、
ま
た
そ
れ
以
上
の
圏
域
を
対
象
と
し
た
計
画
）
の
策
定
を
指
示
し
た
が
、
当
時
に
は
広
域
緑
地
計
画
に
対
す
る
認
識
が
少
な
か
っ
た
こ
と
が
原
因
と
な
り
、
期
待
通
り
の
成
果
は
な
か
っ
た
。
と
こ
ろ
が
、
昭
和
三
五
（
一
九
六
○
）
年
以
降
、
都
市
の
過
密
化
・
自
然
環
埼
一
の
破
壊
お
よ
び
次
第
に
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
に
対
す
る
需
要
が
大
き
く
な
り
、
公
園
整
備
事
業
に
対
す
る
国
庫
補
助
が
順
次
拡
大
さ
れ
た
。
そ
れ
に
し
た
が
い
、
自
治
体
に
お
い
て
も
都
市
公
園
に
関
す
る
従
来
の
整
備
計
画
の
見
直
し
お
よ
び
新
た
に
立
案
を
行
う
都
市
が
増
加
し
た
。
そ
し
て
、
昭
和
四
○
年
代
に
入
り
、
公
害
問
題
か
ら
の
自
然
環
境
の
保
護
・
保
全
が
、
と
く
に
「
緑
化
」
な
い
し
「
緑
」
に
対
す
る
認
識
と
し
て
急
速
に
広
が
り
、
組
織
の
新
設
、
条
例
の策定等が目立つようになった。更泉の市町村における緑化および公園関連組織もこの時期盛んに行われていた。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
整
備
面
積
の
急
増
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
都
市
基
幹
施
設
と
し
て
の
都
市
公
園
の
整
備
は
、
他
の
道
路
・
住
宅
・｛鍋）
下水道などの都市装置に比較し国の公共事業費および建設省関係予算における割ムロは依然として低い状況であった。
その要因は、予算配分における比率の低さは都市公園などを非生産的な部門として見放す戦前の賛沢論的の継承であ
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二
都
市
緑
化
の
展
開
戦
後
公
園
政
策
が
公
園
管
理
の
欠
如
に
よ
る
公
園
地
の
消
滅
に
よ
っ
て
進
め
ら
れ
た
こ
と
と
は
反
対
に
、
戦
後
の
緑
地
計
画
に
関
す
る
法
制
度
の
展
開
は
、
戦
前
か
ら
の
連
続
線
上
に
お
い
て
行
わ
れ
て
い
た
。
そ
れ
は
「
東
京
緑
地
計
画
」
に
お
い
て
採
用
さ
れ
た
「
グ
リ
ー
ン
ベ
ル
ト
計
画
」
の
流
れ
で
あ
り
、
戦
後
の
一
‐
特
別
都
市
計
画
法
」
に
お
い
て
も
「
緑
地
地
域
」
が
制
度
と
し
て
設
け
ら
れ
た
。
こ
の
「緑地地域制度」は、地域制緑地として昭和四一（’九六六）年の「歴史的風土保存のための特別措置法」、昭和四三
二
九
六
八
）
年
の
「
首
都
圏
近
郊
緑
地
保
全
法
」
の
も
と
で
、
地
域
計
画
と
し
て
位
置
づ
け
ら
れ
保
存
地
区
の
指
定
と
保
存
計
画
の
策
定という現状凍結的な土地利用規制と損失補償を伴った地域地区制度であった。
前述したように、昭和四三（一九六八）年の「新都市計画法」の制定は従来の緑地制度と比べ、いくつか点におい
てその有効性が評価された。その内容は、「区域区分制度の導入により、旧緑地地域制度に相当する部分が調整区域
として位置づけられたこと、地域地区としての風致地区制度の強化によって行為の規制を知事認可制にしたこと、都
市
施
設
と
し
て
の
公
園
・
緑
地
な
ど
が
公
共
空
地
と
い
う
施
設
に
統
一
さ
れ
公
園
・
緑
地
・
広
場
・
墓
園
・
そ
の
他
の
公
共
空
地
と
い
う
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
一七五
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
「
公
共
事
業
‐
｜
に
お
け
る
産
業
基
盤
整
備
へ
の
優
先
的
投
資
が
重
視
さ
れ
市
民
生
活
の
基
盤
整
備
と
し
て
の
都
市
公
（側）
園
整
備
は
、
周
知
の
如
き
昭
和
四
○
年
代
を
待
た
な
け
れ
ば
な
『
ｂ
な
か
っ
た
。
そ
の
上
、
戦
前
型
公
園
政
策
に
お
け
る
徹
底
的
に
中
央
集
権
的
な
整
備
政
策
を
継
承
し
維
持
し
て
き
た
画
一
的
・
全
国
的
な
公
園
政
策
の
枠
組
が
、
計
画
中
心
の
制
度
的
枠
組
を
提
示
す
る
こ
と
に
留
ま
り
、
管
理
法
の
性
格
が
強
い
「
都
市
公
園
法
」
の
制
定
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
公
園
整
備
に
関
す
る
政
策
は
「
現
状
維
持
」
の
次
元
を
脱
皮
で
き
な
か
っ
た
か
ら
で
あ
っ
た
。
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こ
れ
ら
の
緑
地
に
対
す
る
計
画
は
緑
地
制
度
の
変
化
に
連
動
し
た
形
で
用
意
さ
れ
て
い
く
が
、
こ
の
時
期
の
緑
地
に
関
す
る
計
画
論
の
特
徴
は
地
域
緑
地
制
度
の
よ
う
な
「
保
全
手
法
論
」
と
、
他
方
は
都
市
公
園
の
整
備
に
お
い
て
見
ら
れ
る
「
施
設
整
備
計
画
論
」
に
よ
っ
て
構
成
さ
れ
て
い
た
。
こ
の
二
つ
の
計
画
論
は
一
見
相
反
す
る
よ
う
に
見
え
る
が
、
「
用
地
を
買
収
で
き
れ
ば
公
園
で
、
買
収
で
き
な
け
（他）
れば緑地」という空間的保存と整備を同時並列に調和させるところに戦後緑地計画の特徴があった。
昭
和
四
○
年
代
を
境
に
昭
和
五
○
年
代
の
都
市
緑
化
な
い
し
緑
の
各
種
計
画
は
、
こ
の
よ
う
な
緑
地
計
画
論
に
お
け
る
「
現
実
的
合
理
化
」
、
す
な
わ
ち
、
地
域
地
区
制
に
よ
る
保
全
施
策
と
営
造
物
で
あ
る
都
市
公
園
の
整
備
施
策
に
よ
る
整
備
施
策
へ
の
一
体
化
の
結
果
で
あ
っ
た
と
考
え
ら
れ
る
。
つ
ま
り
、
行
政
施
策
と
し
て
の
都
市
公
園
整
備
と
、
民
有
の
緑
と
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
整
備
・
保
全
が
こ
こ
に
お
い
て
「
都
市
緑
化
」
と
し
て
融
合
・
統
合
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
そ
の
上
、
こ
の
よ
う
な
現
状
維
持
お
よ
び
消
極
的
な
整
備
に
重
点
が
置
か
れ
た
公
園
緑
地
の
整
備
施
策
は
、
社
会
的
な
状
況
変
化
と
そ
の
技
術
的
整
備
手
法
の
進
展
に
よ
り
、
計
画
論
自
体
が
「
凍
結
保
全」から指標化された目標の設定にともなう量的・質的整備が地域の満足度にシフトしていく結果を促し、計画論の
主
な
対
象
は
定
量
的
な
分
析
手
法
に
よ
る
計
画
指
標
化
、
す
な
わ
ち
緑
の
量
的
水
準
が
行
政
の
施
策
目
標
水
準
と
し
て
採
用
さ
れ
る
傾
向
〈紐）
を生むことになった。
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定
義
が
な
さ
れ
た
こ
と
、
開
発
許
可
制
が
導
入
さ
れ
－
定
規
模
以
上
の
開
発
に
対
し
て
公
園
緑
地
の
整
備
基
準
が
決
め
ら
れ
た
こ
と
、
土
地
区
画
整
理
事
業
に
つ
い
て
の
公
共
施
設
（
主
と
し
て
児
童
公
園
）
の
配
置
お
よ
び
宅
地
の
整
備
に
関
す
る
事
項
が
都
市
計
画
で
定
め
ら
（狐）
れたこ上」」などであった。
三
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
需
要
と
広
域
公
園
の
整
備
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他
方
、
自
然
保
護
と
緑
地
保
全
の
要
望
が
全
国
的
な
広
が
り
を
見
せ
た
の
は
昭
和
四
○
年
代
以
降
で
あ
り
、
広
域
区
域
内
の
緑
地
の
保
全
計
画
の
必
要
性
が
認
識
さ
れ
て
き
た
の
も
こ
の
時
期
で
あ
っ
た
。
こ
の
時
期
の
緑
地
の
保
全
や
広
域
的
な
開
発
計
画
を
促
し
た
社
会
的
変化は次の二点、すなわち、自然保護思想の台頭とレクリエーション需要の増大であった。小規模公園整備から地域
（“） 
的広域公園の必要性の増大は公園緑地の総合的な対策の必要性を認識させ、都市公園を含めた緑地計画は現状維持中
心の凍結型政策から転換し規模の拡大を通じた面的整備の方向へと進んでいた。とくに、所得や余暇時間の増加、交
通機関の整備・発達などによって、日常的利用を前提とする小規模の都市公園整備から連休や休暇・余暇時間の利用
に
対
応
し
た
広
域
的
公
園
の
整
備
へ
と
そ
の
目
標
が
移
動
し
つ
つ
あ
っ
た
。
し
か
も
、
財
政
的
状
況
の
改
善
や
国
庫
補
助
な
ど
の
裏
づ
け
は用地の取得・造成・管理などにおいて好条件として作用した。
そ
の
上
、
営
造
物
公
園
の
整
備
に
か
か
わ
る
こ
れ
ら
の
条
件
の
な
か
で
、
「
全
国
総
合
開
発
計
画
」
と
の
接
点
が
あ
っ
た
の
は
偶
然
で
は
な
か
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
高
度
経
済
成
長
の
進
行
に
よ
っ
て
生
じ
た
余
暇
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
に
関
す
る
社
会
的
変
化
と
、
そ
れ
に
連動した緑地およびとレクリエーション計画との結合は当然の結果であった。これまで、主に防災や衛生、防空、都
市骨格の形成などに置かれていた都市公園の機能に経済生活のゆとりに促された観光やレクリエーションへの要求が
（幅）
加わり社会的需要として浮上してきた。
昭
和
三
五
（
一
九
六
○
）
年
以
降
の
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
需
要
に
関
す
る
増
加
は
、
昭
和
四
○
二
九
六
五
）
年
の
「
首
都
圏
整
備
委
員会」の調査報告「既成市街地の周辺における緑地計画作成のための調査報告」の結果において明確に示された。す
なわち、既成の市街地以外の約六○万烟における民営レクリエーション地において、民間が経営する緑地などに比べ、
公営の緑地等の施設が少なく、利用者においても民間の二五％に過ぎないことがわかった。利用者においても一胆あ
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
一七七
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たり平均利用者数は公営が三、八○○人から六、五○○人であったのに対し、民営は一○、六○○人であった。また、
「
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
」
需
要
の
増
加
は
、
昭
和
四
三
（
一
九
六
八
）
年
の
「
国
民
生
活
審
議
会
」
に
お
い
て
も
諮
問
・
検
討
さ
れ
、
そ
の
結
果
が
「
余
暇
生
活
の
現
状
と
将
来
の
方
向
」
と
し
て
ま
と
め
ら
れ
た
。
そ
の
予
測
の
中
に
は
、
生
産
優
先
の
考
え
方
が
根
強
く
、
レ
ジ
ャ
ー
施
設
の
不
足
、
地
域
的
な
偏
り
、
高
い
料
金
な
ど
の
問
題
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
た
。
他
方
、
こ
れ
ら
の
余
暇
・
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
需
要
の
拡
大
へ
の
対
応
は
、
建
設
省
、
運
輸
省
な
ど
中
央
省
庁
の
主
要
政
策
と
し
て
現
わ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
経
済
企
画
庁
に
お
い
て
は
、
大
規
模
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
中
に
「
観
光
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
計
画
」
が
、
建
設
省
に
（稲）
お
い
て
は
「
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
都
市
」
の
樹
想
が
そ
れ
ぞ
れ
打
ち
出
さ
れ
た
。
こ
こ
で
、
「
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
都
市
」
と
は
、
屋
外
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
活
動
の
た
め
の
大
規
模
な
都
市
計
画
公
園
を
核
と
し
て
、
そ
の
利
用
に
伴
う
休
養
施
設
、
宿
泊
施
設
お
よ
び
各
種
の
サ
ー
ビ
ス
施
設
を
配
置
す
る
も
の
が
、
民
間
の
開
発
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
活
用
し
つ
つ
、
そ
の
都
市
の
整
備
を
公
共
、
民
間
一
々
式
に
よ
っ
て
、
都
市
計
画
と
し
て
一
元
的
に
整
備
し
よ
う
と
す
る
も
の
」
と
し
て
定
義
さ
れ
た
。
こ
の
「
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
都
市
構
想
」
は
、
そ
の
後
建
設
省
に
設
け
ら
れ
た
「
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
都
市
整
備
委
員
会
」
に
お
い
て
検
討
・
研
究
さ
れ
、
昭
和
四
五
二
九
七
○
）
年
に
「
レ
クリエーション都市整備要綱」として決定された。この整備要綱における公園のレクリエーション機能は、「レクリ
エーション活動の大衆化、多様化、大型化に対処して選択性に富んだ各種のレクリエーション施設を大量に整備し、
国民の健康、勤労意欲、教養の向上に役立つような健全な屋外のレクリエーションの場とするもの」のように説明さ
（灯｝
れ、全国総ムロ開発計画の開発計画とその背景を同様にしていた。
四
都
市
公
園
法
の
改
正
と
国
営
公
園
制
度
の
誕
生
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昭和三一（一九五六）年に制定された「都市公園法」は、その後社会変化とともに改正されていくが、その中でも
っとも大きな改正が行われたのは、昭和五一（一九七六）年と平成五（一九九三）年の改正であった。昭和五一（’
九七六）年の改正の主な目的は、昭和三一（一九五六）年制定の「都市公園法」がその整備主体として想定していた
地方公共団体の他に、大規模な公園などの整備主体として中央政府を加えることにあった。その理由としては、①国
家的記念事業としての公園整備の要請、②大規模レクリエーション需要への対応が取り上げられた。
ところが、国の整備にかかわる大規模な公園の整備は、都市公園法の改正以前にも「建設省設置法」に基づき進め
られていた。すなわち、昭和四七二九七二）年から、国営武蔵丘陸森林公園、国営飛鳥歴史公園、淀川河川公園、
（妃）
海の中道海浜公園、国営沖縄海洋博覧会記念公園などの整備がそれであった。
都市公園を国土の基幹的施設として適切に整備および維持管理を行うためには、都市公園法をより総合的な制度と
する必要があり、都市公園法の体系に取り込んで設置管理の基準・費用の負担などについて法律で明確に規定する必
要があるとの理由から「国の設置する公園」を設けるようになった。その結果、この昭和五一二九七六）年の改正
では、「国営公園」制度・「兼用工作物」の規定が新たに設けられた。主な改正の内容は次の二点であった。まず、都
市
公
園
の
体
系
に
「
国
営
公
園
」
を
加
え
、
こ
れ
を
次
の
二
種
類
に
区
分
し
、
設
置
管
理
の
た
め
の
規
定
を
整
備
し
た
こ
と
で
あ
っ
た
。
国
営
公
園
は
、
①
イ
二
つ
の
都
府
県
の
区
域
を
越
え
る
よ
う
な
広
域
の
見
地
か
ら
設
置
す
る
都
市
計
画
施
設
で
あ
る
公
園
ま
た
は
緑
地
Ｂ
に
該
当
す
る
も
の
は
除
く
）
と
、
②
ロ
》
国
家
的
記
念
事
業
と
し
て
、
ま
た
は
我
が
国
固
有
の
優
れ
た
文
化
的
資
産
の
保
存
お
よ
び
活用を図るために閣議の決定を経て設置する都市計画施設である公園または緑地に分けられた。また、「兼用工作物
制度」を設け、都市公園と河川、道路、下水道その他の施設とが相互に効用を兼ねる場合、両施設の管理者の協議に
都市公園政策の歴史的変遷過程における「機能の社会化」と政策形成（三）（申）
一七九
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五
「
緑
の
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
」
の
策
定
と
そ
の
内
容
生活環境の悪化やライフ・スタイルの変化などの社会的意識変化を背景に、公園緑地に関する建設省の政策的対応
が
本
格
化
す
る
の
は
、
前
述
の
よ
う
に
、
昭
和
四
六
二
九
七
一
）
年
一
○
月
の
都
市
計
画
中
央
審
議
会
の
中
間
答
申
を
通
じ
て
で
あ
っ
た。ここで、建設大臣の諮問によって公園緑地の計画的整備を推進するための方策について審議を行い、そのため審
議会内に「公園緑地部会」が設けられた。
従来行われていた公園緑地計画においては「公共」の公園ないし緑地がその主な対象であった。しかし、この中間
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より別に管理の一々法を定めることができることとした。
他方、平成五（一九九三）年に行われた「都市公園法」の改正では、主に整備水準における標準の改正、いわゆる
（釦）
建ぺい率の緩和・補助対象施設の改正が行われた。また、従来「児童公園」と称されていたものを「街区公園」と名
称
を
変
更
し
、
児
童
の
利
用
の
み
な
ら
ず
高
齢
者
を
始
め
と
す
る
街
区
内
の
居
住
者
の
利
用
を
視
野
に
入
れ
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
形
成
の
役
割も期待されることになった。そのため、児童公園に設けるとされていたブランコ、滑り台、砂場などの公園施設の
設
置
義
務
を
廃
止
す
る
と
と
も
に
、
児
童
公
園
を
主
と
し
て
街
区
内
に
居
住
す
る
者
の
利
用
に
供
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
都
市
公
園
、
または「街区公園」に改められた。
こ
れ
ら
の
改
正
は
、
都
市
構
造
の
変
化
、
高
齢
化
の
進
展
、
余
暇
ニ
ー
ズ
の
多
様
化
、
ラ
イ
フ
・
ス
タ
イ
ル
の
変
化
な
ど
社
会
の
変
化
に
的
確
に
対
応
し
、
国
民
が
豊
か
さ
を
実
感
で
き
る
ゆ
と
り
と
潤
い
の
あ
る
都
市
形
成
の
た
め
、
ま
た
安
全
な
都
市
形
成
の
た
め
の
都
市
公
園
法
お
よ
び
そ
の
施
行
令
の
改
正
で
あ
っ
た
。
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答
申
に
お
い
て
示
さ
れ
た
緑
地
の
対
象
に
は
、
「
計
画
区
域
内
の
民
有
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
用
地
、
学
校
内
庭
、
社
寺
境
内
、
宮
公
署
の
敷地、大規模の研究所、大学構内の庭園、民家内の庭園および民有樹林や農耕地、樹園地などの国有地・公有地以外
の民有地」が多く含まれていた。このことは、既存の公共の公園ないし緑地だけを対象として進めてきた緑化対策の
限
界
が
明
ら
か
に
な
っ
た
こ
と
を
意
味
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
都
市
の
緑
化
を
政
策
的
に
進
め
る
た
め
に
は
公
的
空
間
の
緑
化
だ
け
で
は
な
く
民
有
地
の
保
全
と
利
用
を
含
め
て
総
合
的
な
計
画
の
樹
立
が
必
要
と
な
っ
た
の
で
あ
っ
た
。
こ
の
緑
化
に
お
け
る
対
象
の
拡
大
は
、
法
制
度
上
に
お
け
る
整
備
主
体
の
拡
大
を
と
も
な
い
な
が
ら
、
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
計
画
で
あ
る
「
緑
の
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
（別〉
ン」、「緑の基本計画」へと変化していく。
ま
た
、
昭
和
四
一
二
九
六
六
）
年
に
建
設
省
都
市
局
公
園
緑
地
課
に
お
い
て
、
普
通
公
園
、
近
隣
公
園
、
連
動
公
園
、
風
致
公
園
、
児
童
公
園
の
利
用
実
態
に
関
し
、
大
都
市
、
大
都
市
周
辺
都
市
、
地
方
中
心
都
市
、
地
方
都
市
に
対
す
る
公
園
調
査
が
全
国
一
○
都
市
を
（犯）
対
象
に
行
わ
れ
て
い
た
。
こ
の
公
園
利
用
調
査
は
そ
の
後
、
昭
和
四
六
（
一
九
七
一
）
年
一
○
月
に
も
行
わ
れ
、
そ
の
時
の
対
象
都
市
数
は
全
国
の
二
○
都
道
府
県
九
○
都
市
、
二
六
九
か
所
に
お
よ
ん
で
い
た
。
昭和五○年代に入り建設省が出した「都市緑化対策推進要綱「一（昭和五一年六月決定、昭和五八年三月改正）によ
れば、都市緑化の目的は、「都市化による緑の減少は、都市における生活環境を著しく悪化させ、国民の生命および
健康にも影響を及ぼす状態となった。……このような、状況に対処し、緑豊かな都市環境の整備を図るため」であり、
そ
の
計
画
的
整
備
・
推
進
の
た
め
の
「
緑
の
マ
ス
ク
ー
プ
ラ
ン
」
の
緊
急
な
策
定
を
提
唱
し
て
い
た
。
そ
の
内
容
と
し
て
は
、
「
都
市
に
お
け
る
良
好
な
生
活
環
境
を
形
成
す
る
た
め
に
必
要
な
緑
と
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
を
確
保
す
る
た
め
に
、
そ
の
目
標
風
を
設
定
し
、
こ
れ
に
基
づ
き
自
治
体
は
、
自
然
的
お
よ
び
社
会
的
条
件
、
土
地
利
用
の
動
向
等
を
勘
案
し
つ
つ
、
緑
と
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
配
置
計
画
お
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
〒ハー
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その上、その計画的な推進に際しての整備目標は、「緑化の拠点となる都市公園の整備を推進するとともに、その
都
市
公
園
の
整
備
に
あ
た
っ
て
は
、
公
園
の
種
別
ご
と
に
原
則
と
し
て
、
そ
れ
ぞ
れ
次
の
緑
化
面
積
率
の
確
保
を
図
る
」
こ
と
と
し
、
「住区基幹公園および都市基幹公園は五○％以上、児童公園および運動公園は三○％、緩衝緑地および緑道は七○％、
都
市
緑
地
は
八
○
％
、
墓
苑
は
六
○
％
」
の
緑
化
基
準
が
具
体
的
に
示
さ
れ
た
。
ま
た
、
都
市
緑
地
の
保
全
の
た
め
に
は
従
来
通
り
の
公
園
緑
地
の
配
置
だ
け
で
は
な
く
、
広
く
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
の
見
地
に
立
っ
た
計
画
の
推
進
が
必
要
で
あ
る
こ
と
を
強
調
し
、
整
備
計
画
の
策
定
の
際
に
は
、
「
緑
化
推
進
モ
デ
ル
地
区
」
の
選
定
お
よ
び
そ
の
緑
化
の
推
進
、
ま
た
「
民
有
地
の
緑
化
の
推
進
」
お
よ
び
「
緑
の
保
全
ｌ
緑
地
保
全
地
区
」
の
選
定
な
ど
も
含
め
た
計
画
化
を
進
め
る
よ
う
に
通
達
し
て
い
た
。
な
お
、
建
設
省
に
よ
る
「
都
市
緑
化
の
た
め
の
植
樹
等
五
か
年
計
画
」
が
、
昭
和
五
七
二
九
八
二
）
年
か
ら
開
始
さ
れ
「
都
市
緑
化
の
た
め
の
関
係
機
関
の
協
調
と
市
民
参
加
」
な
ど
に
は
、
推
進
ブ
ロ
ッ
ク
会
議
の
設
置
、
都
市
緑
化
月
間
（
’
○
月
一
日
～
三
一
日
）
開
催
、
公
報
活
動
（
緑
化
憲
章
の
制
定
、
記
念
植
樹
な
ど
）
、
緑
の
相
談
所
（
都
市
緑
化
植
物
園
の
整
備
推
進
）
な
ど
も
盛
り
込
ま
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
ま
た
、
翌
年
の
「
緑
化
推
進
運
動
の
実
施
方
針
（
昭
和
五
八
年
四
月
、
緑
化
推
進
連
絡
会
議
と
に
お
い
て
も
、
緑
化
推
進の目的は、「国土および環境の保全、生活環境の改善等の観点から極めて重要であり、国においては、国土の緑化
に関し総合的かつ効率的な諸施策を推進するため、緑化推進連絡会議を設置、その一層推進を図るために自治体（市
町村）を中心とした施策の展開」とされた。この緑化運動の推進体系は、①市町村が主体となり、議会・住民・緑化
る」（斑）た。
法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
二
号
一八二
よ
び
こ
れ
を
実
現
す
る
た
め
の
具
体
的
手
法
を
内
容
と
す
る
緑
の
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
を
策
定
し
、
も
っ
て
都
市
緑
化
対
策
の
骨
格
と
す
る」とし、具体的な対策として、「緑化モデル都市の指定（国の指定、支援）、緑化技術の開発」などをとりあげてい
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関
係
団
体
な
ど
、
②
都
道
府
県
・
民
間
団
体
な
ど
の
順
に
想
定
さ
れ
た
。
こ
の
実
施
方
針
に
お
け
る
内
容
と
し
て
は
、
「
緑
化
の
た
め
の
具
体
的
な
行
動
計
画
の
策
定
お
よ
び
計
画
の
施
行
、
緑
化
の
基
本
的
構
想
、
緑
化
の
計
画
・
目
標
、
具
体
的
な
行
動
計
画
、
国
・
都
道
府
県の緑化計画との調整」などが取り上げられていた。
これらの緑化計画に関する建設省の対応は、昭和五八（一九八三）年の「当面の都市緑化の推進方策」（建設省都
緑対発第六号、昭和五八（一九八三）年五月、建設事務次官通達）、昭和五九（一九八四）年の「緑化の推進につい
て
’
二
一
世
紀
緑
の
文
化
形
成
を
め
ざ
し
て
ｌ
」
（
建
設
省
、
昭
和
五
九
（
’
九
八
四
）
年
一
二
月
）
、
昭
和
六
○
（
’
九
八
五
）
年
の
「
都
市
緑
化
推
進
計
画
の
策
定
に
つ
い
て
」
（
建
設
省
、
都
緑
対
発
第
二
号
、
昭
和
六
○
二
九
八
五
）
年
五
月
、
建
設
事
務
次
官
通
達
）
の
順
に
展
開
し
て
い
く
こ
と
に
な
る
。
そ
の
過
程
は
、
中
央
政
府
を
頂
点
に
お
い
た
集
権
的
な
緑
化
計
画
の
樹
立
で
あ
り
、
緑
化
に
関
す
る
計
画
行
政
の
強
化
で
あ
っ
た
。
ま
た
、
そ
の
制
度
的
基
盤
と
し
て
、
昭
和
四
七
二
九
七
二
）
年
を
初
年
度
と
す
る
「
都
市
公
園
整
備
等
五
か
年
計
画
」
の
樹
立
が
緊
急
提
案
さ
れ
た
。
し
か
し
、
前
述
し
た
よ
う
に
、
こ
の
都
市
公
園
整
備
等
に
関
す
る
計
画
の
策
定
が
持
つ
意
義
は
こ
れ
ま
で
都
市
計
画
法
体
型
上
の
「
地
位
地
区
制
度
の
消
滅
Ⅱ
緑
地
保
全
地
区
制
度
」
へ
の
変
換
を
促
し
た
こ
と
に
あ
る
が
、
既
存
の
法
体
系
が
指
向
し
て
き
た
（則）
「
現
状
凍
結
的
規
制
」
と
い
う
枠
組
み
が
制
度
的
に
転
換
し
た
こ
と
を
意
味
す
る
も
の
で
は
な
か
っ
た
。
六
「
緑
の
基
本
計
画
」
の
登
場
と
そ
の
特
徴
「緑のマスタープランー｜は、昭和五二（一九七七）年の建設省都市局長通達「緑のマスタープラン策定の推進につ
い
て
」
に
よ
り
、
ま
た
「
都
市
緑
化
推
進
計
画
」
は
、
昭
和
六
○
二
九
八
五
）
年
の
建
設
事
務
次
官
通
達
「
都
市
緑
化
推
進
計
画
の
策
都市公園政策の歴史的変遷過程における一機能の社会化」と政策形成（三）（申）
一八三
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法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
二
号
一八四
（弱）
定について」によりその策定が進められてきた。これに対し「緑の基本計画」は平成六（一九九四）年の「都市緑地
（妬）
保全法」の改正によって設けられた制度であり、法律に堀礎拠をおき市町村が固有事務として策定するものであった。
すなわち、「緑の基本計画」とは、「市町村（特別区を含む）の緑地保全および緑化の推進に関する基本計画」のこと
であり、市町村が、その区域におけ量緑地の適正な保全および緑化の推進に関する施策を総合的かつ計画的に実施す
（訂）
るため、その曰岸標と実現のための施策などを内容として策定する「緑とオープンスペース」の総合的計画であった。
（詔）
しかし、従来一巾町村においては各種計画の枠組みが設けられており、それらの計画的整合性を図らねばならないこ
とから「緑の基本計画」と既存制度との関係について、「緑のマスタープラン」（市町村の都市計画に関する基本的方
針）に適合することが必要であり、このため、「市街化区域および市街化調整区域の整備、開発または保全の方針」
と
も
整
合
が
と
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
ま
た
、
こ
の
「
緑
の
基
本
計
画
」
は
市
町
村
の
建
設
に
関
す
る
基
本
構
想
に
即
す
内
容
と
す
る
とともに、「近郊緑地保全計画」、近畿圏の「保全区域整備計画」、吉畢郁法の「歴史的風土保存計画」などにも適合す
ることが必要とされたが、「緑のマスタープラと、「都市緑化推進計画」との関係ついては「緑の基本計画」が策定
さ
れ
た
場
合
、
従
来
の
「
緑
の
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
こ
で
定
め
て
き
た
事
項
の
う
ち
、
市
町
村
の
区
域
に
係
わ
る
も
の
は
「
緑
の
基
本
計
画」に、市町村の区域を越える広域的なものは「都道府県広域緑地計画」へと発展的に稜けしていくものであるとの
調整方針が示され、既存の諸緑地関連計画との統合が図られた。
このように各地域の自治体によって新たに策定される「緑の基本計画」は、既存の制度に比べ、「法律に根拠をお
く計画制度であること、市町村の緑とオープンスペースのすべてに関する総合的な計画であること、すなわち、従来
の緑のマスタープランが主に公園緑地部局の所管事業、制度を対象としたのに対して「緑の基本計画」は緑地の創
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一
初
期
公
園
の
財
政
構
造
明治六（一八七三）年の大政官布達による公園指定から現在にいたる間、東京都の公園緑地の運営維持に関わる予
算
の
歳
入
形
態
は
、
明
治
初
期
か
ら
終
戦
直
前
の
昭
和
二
○
二
九
四
五
）
年
ま
で
の
「
独
立
採
算
型
歳
入
構
造
」
と
国
庫
補
助
な
ど
に
（釦）
よる「一般財源型歳入構造」に分類される。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
’八五
出
・
保
全
の
た
め
の
施
策
全
般
を
そ
の
対
象
に
し
て
い
る
こ
と
、
基
礎
自
治
体
で
あ
る
市
町
村
が
固
有
事
務
と
し
て
策
定
す
る
計
画
で
あ
る
こ
と
、
計
画
内
容
の
公
表
が
法
律
上
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
、
都
市
緑
地
保
全
法
担
当
部
局
が
、
都
市
の
緑
に
関
す
る
総
合
的
な
（弱）
調
整
役
と
な
り
、
策
定
す
る
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
で
あ
る
こ
と
」
な
ど
が
そ
の
特
徴
で
あ
り
、
整
備
主
体
と
し
て
市
町
村
が
法
制
度
上
に
お
いて確認されたのが最大の変化であった。また、その内容においては、「必修事項」と「選択事項」を設け、自治体
の
状
況
が
反
映
さ
れ
る
よ
う
に
基
本
計
画
の
構
成
例
と
し
て
、
緑
地
の
保
存
お
よ
び
緑
化
の
目
標
の
設
定
、
緑
地
の
配
置
の
方
針
、
緑
地
の
保
存
お
よ
び
緑
化
の
推
進
の
た
め
の
施
策
、
緑
地
保
存
地
区
内
の
緑
地
の
保
存
に
関
す
る
事
項
、
緑
化
の
推
進
を
重
点
的
に
図
る
べ
き
地
区
お
よ
び
当
か
く
地
区
に
お
け
る
緑
化
の
推
進
に
関
わ
る
事
項
（
都
市
公
園
等
の
施
設
と
し
て
整
備
す
べ
き
施
設
と
は
、
都
市
公
園
と
公
共
施
設
緑
地
で
あ
る
）
等
が
例
示
さ
れ
て
い
た
。
な
お
、
「
緑
の
基
本
計
画
」
の
中
に
施
策
の
体
系
を
、
「
基
本
理
念
、
緑
の
将
来
像
、
基
本
方
針
等
を
う
け
、
現
行
の
都
市
の
緑
地
の
保
存
お
よ
び
緑
化
関
連
施
策
等
を
考
慮
し
つ
つ
、
各
市
町
村
の
特
性
に
応
じ
た
緑
の
保
存
、
創
出
、
緑
化
活
動
の
活
性
化
、
緑
化
推
進
体
制
整
備
等
に
関
わ
る
総
合
的
な
施
策
体
系
を
示
す
」
よ
う
に
述
べ
、
緑
地
計
画
と
し
て
の
位
置
づ
け
を
明
確
に
し
た
。
第
四
節
公
園
財
政
の
変
遷
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明
治
初
期
か
ら
大
正
末
期
ま
で
の
公
園
経
営
の
財
源
は
、
公
園
地
の
貸
し
付
き
か
ら
得
ら
れ
る
公
園
地
使
用
料
（
浅
草
公
園
仲
見
世
使
用
料
を
含
む
）
に
頼
っ
て
お
り
、
と
く
に
浅
草
公
園
地
の
使
用
料
が
そ
の
八
割
を
占
め
て
い
た
。
明
治
二
二
（
一
八
八
九
）
年
の
公
園
の
全収入は二一．一一一六○円であり、そのうち浅草公園地の使用料が一六．七五五円で、芝公園地の使用料が一一一．七一六
円
で
あ
っ
た
。
当
時
の
東
京
府
は
公
園
経
営
に
お
い
て
浅
草
公
園
地
使
用
料
が
占
め
る
比
重
を
高
く
評
価
し
て
お
り
、
東
京
府
下
の
全
公
（舵〉
園
の
経
営
を
こ
の
浅
草
公
園
地
使
用
料
で
賄
っ
て
い
た
。
す
な
わ
ち
、
明
治
二
二
（
一
八
八
九
）
年
か
ら
明
治
一
一
一
一
（
一
八
九
八
）
年
ま
での間、浅草公園の収入累計は二四八．四五九円となっており、同期間中の浅草公園の所要経費は総計で六一．二一
四円（経常費四一一一．○九七円、臨時費一八．一三五円）であったことから浅草公園の収入から生じた残額が他の公園
の運営経費として使われたことは推測できる。
として、営繕会議所や東一一
財政基盤として定着した。
法
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都市公園の財政は、明治二二（一八九九）年における「特別市制」施行後から昭和一一○（一九四五）年の終戦直前
ま
で
、
半
世
紀
に
わ
た
り
い
わ
ゆ
る
「
独
立
採
算
制
」
を
採
用
し
、
税
負
担
・
起
債
に
依
存
し
な
い
独
自
の
収
入
源
に
よ
っ
て
維
持
運
営
さ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
特
定
財
源
と
し
て
使
用
料
、
手
数
料
、
諸
収
入
な
ど
を
も
っ
て
運
営
し
、
そ
の
独
立
採
算
に
基
づ
い
た
積
立
金
制
（剛）
度
も
設
け
て
い
た
。
公
園
経
営
の
独
立
採
算
的
運
営
の
方
針
は
、
明
治
六
（
’
八
七
六
）
年
の
公
園
制
度
の
創
設
か
ら
公
園
経
営
の
方
針
と
し
て
、
営
繕
会
議
所
や
奉
星
泉
府
が
打
ち
出
し
た
臨
時
策
で
あ
っ
た
。
が
、
こ
の
公
園
経
営
に
関
す
る
独
立
採
算
制
は
、
そ
の
後
公
園
の
二
独
立
採
算
制
の
成
立
と
崩
壊
昭和初期までには、従来の土地使用料および仲見世などの工作物貸付料以外に、公園事業収入源として公園内遊戯
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施
設
（
有
料
施
設
）
が
多
く
増
設
し
、
そ
の
使
用
料
収
入
も
累
増
し
た
。
東
京
市
の
公
園
が
、
明
治
期
以
来
一
般
財
源
に
頼
ら
ず
独
立
財
政
を
堅
持
し
得
た
理
由
は
、
こ
の
公
園
内
有
料
遊
戯
施
設
の
設
置
と
そ
の
収
入
に
あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
公
園
に
お
い
て
利
用
し
得
る
施
設
の
選
択
に
お
い
て
は
利
用
度
の
高
い
施
設
、
す
な
わ
ち
、
ポ
ー
ト
場
、
水
泳
場
、
テ
ニ
ス
コ
ー
ト
、
野
球
場
、
音
楽
堂
な
ど
を
選
定
し
て
運
営
し
て
い
た
が
、
こ
れ
ら
の
施
設
は
井
の
頭
公
園
の
ボ
ー
ト
場
の
よ
う
に
現
在
も
公
園
収
入
の
一
部
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
公
園
の
積
立
金
は
こ
の
独
立
経
営
の
中
か
ら
毎
年
五
千
円
以
上
の
準
備
金
を
積
立
し
、
明
治
宋
年
の
積
立
金
総
額
は
二
○
○
万
円
に
達
し
て
い
た
。
こ
の
積
立
金
制
度
は
明
治
二
二
（
一
八
八
九
）
年
の
東
京
市
政
施
行
の
年
に
市
参
事
会
議
決
に
よ
り
、
市
費
支
弁
事
業
中
水
道
事
業
と
公
園
・
墓
地
事
業
に
使
用
す
る
よ
う
定
め
ら
れ
施
行
さ
れ
た
。
と
こ
ろ
が
、
公
園
の
財
政
を
支
え
て
き
た
積
立
金
制
度
は
、
公
園
の
新
設
改
良
が
増
す
と
と
も
に
事
業
費
へ
の
処
分
繰
り
入
れ
が
年
々
増
加
す
る
に
し
た
が
い
、
臨
時
支
出
と
し
て
出
費
さ
れ
て
い
た
。
そ
の
た
め
、
収
支
の
状
況
は
悪
化
さ
れ
、
積
立
金
の
減
少
は
続
い
た
。
と
く
に
、
戦
時
中
に
お
い
て
公
園
が
軍
施
設
や
食
料
増
産
の
場
と
な
り
、
有
料
施
設
は
不
用
不
急
の
も
の
と
さ
れ
た
た
め
そ
の
収
入
は
大
幅
に
減
少
し
た
。
そ
の
上
、
戦
後
公
園
施
設
の
復
旧
経
費
や
維
持
経
費
の
激
増
な
ど
に
よ
り
、
独
立
採
算
制
は
成
立
し
得
な
い
状
況
と
な
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
東
京
府
に
お
け
る
公
園
関
係
費
用
の
収
入
と
支
出
の
変
化
を
見
れ
ば
、
明
治
一
○
二
八
八
○
）
年
の
収
入
は
一
四
．
くい）
七
二
四
円
で
あ
っ
た
の
に
対
し
支
出
は
一
・
八
八
九
円
で
あ
り
、
収
入
の
一
割
に
過
ぎ
な
か
っ
た
。
こ
の
よ
う
な
傾
向
は
大
正
期
ま
で
続
いたが、昭和二（一九二七）年に至っては、収入三四四、一一一八二円に対し支出は五九八．九一六円に上り、独立採算
制による公園経営は限界に近づいていた。そのため、昭和二○二九四五）年度限りに公園の一‐独立採算制」は廃止
され、それ以後は一般財源により運営されることとなった。
「
独
立
採
算
制
」
に
よ
る
公
園
経
営
が
崩
壊
後
の
公
園
財
政
は
．
股
財
源
」
と
「
特
別
財
源
」
（
公
園
の
使
用
料
・
手
数
料
、
他
雑
収
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
一八七
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入）によって維持運営されていた。この一般財源と特別財源の構成比は、時代の状況によって差はあるが、一般財源
のほうが全体公園予算の四分の三を占めているのは、戦後における公園財政の特劉』であった。公園の維持運営におけ
る独立採算制が廃止された終戦から現在にいたる時期は税収による一般財源の時代に属しているが、戦後における一
般財源による公園運営は、昭和二三（一九四八）年からの「戦災復興公共空地施設事業」、「都市計画公園事業」、「失
業者対零奎需菜の実施」にしたがい拡大していた。衷泉市（都）の公園・霊園に対する国庫補助は、大正一○（一九二
二年における多摩墓地用地買収のため施設費として内務省からの一○○万円が補助されたのを皮切りとし、帝都復
興事業の際には国施行の三大公園には一一一分の二を、重泉市施行の五二か所小公園については、一一一分の一を国庫補助で
（剛）
賄っていた。昭和編璃朋においては、奉丞泉緑地計画の施行において一一六○○年記念事業（兎泉府・市施行）に対し、緑
地買収費の二分の一が国庫補助された。また、戦後においては、公共空地整備事業としての「死体処理費（三年継
続）」として一一分の一が国庫補助された。また、昭和三七（’九六一一一）年に公園霊園事業の交付公債による用地買収
の制度が導入された。この制度は、昭和四○年代の半ばに公債発行を財源とする用地特別会計として用地取得のため
に導入された。その金額が、昭和四九（一九七四）年から昭和五八（一九八三）年の間、現金債・交付公債など合わ
（開）
せ六五○億円を超一えていた。
他方、都市計画公園事業に対する国庫補助は、「都市公園等整備五か年計画」の実施にともない拡大され、予算化
されていた。たとえば、昭和五八（一九八三）年度には兎泉都における都市公園整備事圭〈の一般財源一六一億円の内
四五億円あまり（全体の二八％）が国庫補助対（黍事業となっており、この事業については施設整備費の二分一、用地
（錨）
取得費の一二分一の国庫補助を受けた。
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三
東
京
都
の
公
園
事
業
と
予
算
の
近
況
東京都の公園霊園関係予算は、大きく「一次経費（義務的維持管理経常費）」と「二次経費（投資的整備事業費）」
に区別され、歳出は大きく五頁目に分けられていた。種類から見ると、主に人件費に当てられている管理費、公園霊
園などの植物や施設などの維持管理に投入される公園管理費、動物園管理費、自然公園管理費、霊園葬儀所管理費に
（、）
よって構成されていた。中でも、「二次経費」は、投資的な整備事業費に当てられるもので、細目において公共公園
整備費、公園整備費、動物園整備費、自然公園整備費、霊園葬儀所整備費、小笠原公園整備費の六項目に分類される。
これらの整備費は主に、用地取得、公園等施設の改良・改築に必要な経費であった。それぞれの整備費は東京都の長
期
計
画
に
基
づ
い
て
策
定
・
施
行
さ
れ
て
お
り
、
社
会
状
況
の
変
化
に
よ
っ
て
そ
の
規
模
と
内
容
は
異
な
っ
て
い
た
。
平成四（’九九一一）年度における公園緑地・霊園関係事業費の決算総額は約一．三五三億円で、前年度比一「七％
増であった。その内訳においては、「｜次経費」が全体決算額の一七％に当たる約一一三二億円、「二次経費」がその八
三％に当たる約一．一二○億円であった。この全体決算額における一次対二次経費の構成比率は、昭和五八（一九八
三）年の構成比率三八％、六二％に比べ、投資的な整備経費がかなり大きくなっていることがわかる。とくに、都市
公園整備関係では事業費約九八一億円の中、約六一億五千万円が建設省都市局所管の国庫補助事業として執行された
のを除けば、ほとんどは東京都単独事業費として約九二○億円が執行された。構成比としては、公共補助事業が六
三％、都単独事業が九一一一．七％を示し、全体決算額の内用地確保関係費に約四二八億円（用地特別会計、都市開発資
（閉）
金
会
計
は
含
ま
ず
）
が
投
入
さ
れ
、
公
園
の
造
成
改
築
に
関
わ
る
整
備
費
は
約
五
五
三
億
円
が
執
行
さ
れ
た
。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
一八九
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東
京
都
は
、
平
成
九
（
一
九
九
七
）
年
二
月
に
策
定
し
た
「
生
活
都
市
東
京
構
想
」
に
お
い
て
、
二
一
世
紀
初
頭
の
早
い
時
期
に
東
京
都
民
一
人
当
た
り
の
公
園
面
積
を
七
㎡
と
す
る
こ
と
を
目
標
と
し
て
掲
げ
た
。
し
か
し
、
そ
の
た
め
に
は
現
在
の
財
政
状
況
を
踏
ま
え
、
区市町村や国の整備分を合わせ、毎年一一．○○○脆を整備して行かなければならない試算となるが、近年奉丞泉都にお
いて整備された都立公園の開園面積の平均は年約三○～四○池に過ぎないことから、毎年二、○○○施の整備は事司実
上
困
難
な
整
備
目
標
で
あ
る
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
し
か
も
、
平
成
八
（
一
九
九
六
）
年
か
ら
平
成
一
○
（
一
九
九
八
）
年
度
ま
で
三
か
年
を
計
画
期
間
と
す
る
二
塁
泉
都
財
政
健
全
化
計
画
」
が
策
定
さ
れ
、
そ
の
内
部
努
力
の
一
環
と
し
て
投
資
的
経
費
に
対
し
て
一
○
％
削
減
、
管
理
費
な
ど
義
務
的
経
費
に
対
し
て
五
％
削
減
に
取
り
組
ん
だ
結
果
、
平
成
九
二
九
九
七
）
年
度
の
建
設
局
予
算
は
前
年
度
比
マ
イ
ナ
ス
一
九
．
七
％
と
な
り
、
そ
の
う
ち
投
資
的
経
費
の
削
減
率
は
マ
イ
ナ
ス
一
六
％
に
な
っ
た
。
そ
の
た
め
、
公
園
の
新
設
や
管
理
費
に
お
い
て
も
大
幅
な
削
減
が
強
い
ら
れ
て
い
る
の
が
現
状
で
あ
る
。
と
」
の
よ
う
な
状
況
の
中
、
平
成
九
（
一
九
九
七
）
年
度
に
お
け
る
公
園
整
備
費
（
投
資
的
経
費
）
の
内
容
を
み
る
と
、
予
算
額
五
二
億
円
に
対
し
決
算
額
は
四
九
九
億
円
で
あ
り
、
そ
の
執
行
率
は
九
七
．
五
％
で
あ
っ
た
。
投
資
的
経
費
の
決
算
額
で
あ
る
約
四
九
八
億
円
の内訳は、公園整備費が四五四億円、動物園整備が一五億七千万円、自然公園整備が一二億四千万円、霊園葬儀所の
整
備
一
四
億
九
千
万
円
の
他
に
小
笠
原
公
園
整
備
が
約
二
億
円
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
う
ち
、
公
園
整
備
費
は
、
｜
般
公
園
造
成
・
既
設
公
園
整
備
・
公
園
施
設
の
改
良
整
備
・
「
ズ
ー
ニ
○
○
一
（
動
物
園
整
備
）
構
想
」
の
推
進
と
い
う
四
つ
の
計
画
事
業
と
既
設
公
園
整
備
の
非
計
画
事
業
に
投
入
さ
れ
て
い
た
。
中
に
は
、
建
設
省
所
管
と
し
て
の
公
共
事
業
に
と
し
て
上
野
恩
賜
公
園
・
桜
ヶ
丘
公
園
の
整
備
構
築
の
二
か
所
の
整
備
が
含
ま
れ
て
い
た
が
、
上
野
恩
賜
公
園
に
つ
い
て
は
建
設
省
に
お
け
る
新
規
施
策
と
し
て
「
地
域
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス
公
園整備の推進」の枠で予算措置が付いたもので、歴史的価値のある公園においてその遺産を利用し公園を整備してい
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く歴史公園づくりの一環として行われる事業であった。
その他、用地会計振替金等返金各公園分としては、舎人公園、水元公園など五か所に計約二四億円、都市開発資金
買収地再取得分に充てるものとして八国山緑地に二億四千万円が執行された。また、河川局関連事業において流域貯
留浸透事業に一、五○○万円あまりが執行され、公共事業全体は井の頭公園などの用地買収、事務費を合わせ総計約
一一一三億円あまりであった。この予算枠のうち、都民との協働による緑づくりとして「改訂重点計画」に位置付けられ
ている「二二世紀の都市の森づくり」および「市民緑地制度の推進」が本格的に進められることになった。その内容
としては、「二一一世紀の都市の森づくり」では、神代植物公園の実施設計を行い、検討していくことになった。また、
「市民緑地制度の推進」においては祖師谷公園（世田谷区）、篠崎公園を対象に整備工事を行うことになった。
他方、「利用しやすい公園の整備」の対象地は、浜離宮恩賜公園（中央区）、砧公園（世田谷区）、井の頭公園、武
蔵野中央公園（武蔵野市）、小金井公園（小金井市）、府中の森公園（府中市）が含まれており、これらの公園におい
ては、高齢者・障害者・幼児のための施設改修整備を行うもので、一部においては設計のみが実施された。なお、
「既設公園整備」においては、文化財庭園の外周堀改修（小石川後楽園、六義園）を引き続き行うことにした。他に、
バーベキュー広場の整備（葛西臨海公園、野川公園など５公園）、上野恩賜公園の再整備工事および８か所の水辺整
備、分別ゴミ箱の設置などが含まれていた。
東
京
都
の
単
独
整
備
費
は
、
公
園
緑
地
事
務
所
の
統
合
・
発
足
に
よ
り
都
立
公
園
な
ど
の
所
管
変
更
に
よ
り
平
成
九
二
九
九
七
）
年
度の予算については、南・北・西の旧公園緑地事務所がそれぞれ別に計上し、決算については新事務所の体制で行わ
れ
た
。
す
な
わ
ち
、
平
成
一
○
二
九
九
八
）
年
度
に
行
政
改
革
の
一
環
と
し
て
、
南
・
北
部
の
両
公
園
緑
地
事
務
所
が
一
つ
に
統
合
さ
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
一九一
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一九二
れ東部公園緑地事務所として改称された。また、管辱轄区域の見直しが行われ、西部事務所管轄であった杉並区、練馬
（的）
区が東部公園緑地事務所に移され、二一一一区所管と多摩地区所管に整理された。
（３）建設省編、前掲誓、一九五九、’七三頁。
（４）「戦災復興都市計画の再検討に関する基本方針」（昭和二四年六月二四日閣議決定）。「戦災復興都市計画再検討実施要綱」（昭和二
四年六月二四日建設省都市局長から各都道府県知事宛）。一塁昂都について見れば、再検討の結果総面祇において約四○○万坪、四○％
の
縮
小
を
見
る
こ
と
に
な
っ
た
。
こ
の
基
本
方
針
に
関
連
し
、
公
園
緑
地
の
計
画
は
、
「
（
二
）
公
園
緑
地
、
公
園
緑
地
は
、
児
童
公
園
、
運
動
場
に
重
点
を
お
き
、
既
定
計
画
を
適
当
に
変
更
す
る
。
帯
状
の
緑
地
は
、
が
け
池
、
荒
む
地
等
で
建
築
敷
地
と
し
て
不
適
当
な
地
域
、
河
川
、
水
路
等
の
沿
岸
地
で
、
公
衆
保
健
、
消
防
水
利
上
空
地
を
必
要
と
す
る
地
域
な
ら
び
に
密
架
市
街
地
内
で
と
く
に
防
火
帯
を
必
要
と
す
る
地
域
等
に
遡
定
す
る
」
の
よ
う
に
述
べ
て
い
た
。
（５）「戦災復興都市計画の促進について」’九四九年一○月四日の閣繊決定より。
（
６
）
佐
藤
昌
『
日
本
公
園
緑
地
発
達
史
（
上
匡
都
市
計
画
研
究
所
、
一
九
七
七
、
四
五
八
頁
。
以
下
、
佐
藤
、
一
九
七
七
ａ
で
表
記
。
（７）佐藤、前掲番、一九七七ａ、四六一頁および田中正大『日本の公園』鹿島研究所出版会、一九七四、一○四頁。
（８）衷泉部『璽泉の公園九○年』、一九六五、九一～九二頁。
（
９
）
佐
藤
、
前
掲
轡
、
一
九
七
七
ａ
、
四
二
七
～
四
二
八
頁
。
（皿）社寺境内地の公園供用問題は戦前においても議論されているが当時公園の専門家らは、公園の機能面から社寺境内地の公園用地供
用
は
肯
定
的
な
面
が
強
調
さ
れ
て
い
た
。
「
公
園
の
利
用
率
は
即
ち
社
会
的
幸
福
を
享
楽
す
る
外
に
種
々
の
慰
楽
施
設
を
術
へ
人
々
を
誘
致
し
て
い
る
が
、
若
し其の内に由緒古く霊験灼かなる神仏が奉祀されてなれば、糖神的慰安と信仰的誘致力は一層多くの人々を誘致して公園の機能を増進
するものである」。井下清「社寺境内地における公園供用問題」『都市問題」一七（三）、一九二六、六三頁。
（１）建設省編『戦災復興史』（第一巻）都市計画協会、一九五九、四三～四七頁。
（
２
）
戦
災
復
興
院
の
組
織
柵
造
に
際
し
梯
々
な
意
見
が
見
ら
れ
た
が
、
結
局
復
興
院
新
設
案
が
決
定
さ
れ
内
閣
に
お
い
て
、
戦
災
復
興
計
画
に
専
念
す
る
中
央
機
概
が
確
立
さ
れ
た
。
同
時
に
地
方
に
お
い
て
も
戦
災
復
興
事
業
と
い
う
新
し
い
事
態
に
対
応
す
る
よ
う
、
従
来
内
務
部
あ
る
い
は
経
済
部
に
属
し
て
い
た
土
木
行
政
機
栂
を
一
元
的
に
と
り
ま
と
め
更
に
強
力
に
事
業
を
推
進
さ
せ
る
た
め
土
木
部
を
増
設
す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
建
設
省
編
、
前
掲
轡
、
一
九
五
九
、
四
四頁。
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（
Ⅲ
）
東
京
都
、
前
掲
轡
、
一
九
六
五
、
一
○
一
頁
。
（
胆
）
昭
和
二
七
二
九
五
二
）
年
の
建
設
省
都
市
局
長
の
通
牒
「
大
政
官
布
連
に
よ
り
設
匠
せ
ら
れ
た
公
園
の
管
理
の
適
正
化
に
つ
い
て
」
よ
り
。
（
旧
）
旧
設
計
に
お
け
る
小
公
園
四
五
か
所
の
中
、
虎
の
門
公
園
は
第
三
一
号
に
「
虎
ノ
門
外
琴
平
神
社
」
、
明
治
四
四
（
一
九
一
一
）
年
の
小
公
園
調
査
委
員
会
の
「
小
公
園
設
置
に
関
す
る
建
議
案
」
の
中
に
公
園
設
置
候
補
地
一
五
か
所
の
内
第
二
頁
に
「
虎
ノ
門
公
園
」
の
記
録
が
見
ら
れ
る
。
そ
の
後
、
七
か
所
が
大正期に入り完成され、虎の門公園は大正一一一二九一四）年八月開園となった。
（ｕ）山下武「公園と公園用地の諸問題について」「都市問題』四四（五）、’九五三、一一一～一二○頁。
（
脂
）
山
下
武
『
虎
ノ
門
公
園
の
遮
廃
の
全
容
』
日
本
公
園
緑
地
協
会
一
九
九
八
、
五
○
頁
「
経
緯
説
明
」
。
（肥）佐藤昌「公園行政の現状と問題点」「都市問題』四四（五）、一九五三、四七～四八頁。
（
Ⅳ
）
佐
藤
、
前
掲
臼
、
一
九
七
七
ａ
、
四
六
四
頁
、
関
口
説
太
郎
一
股
近
公
園
緑
地
問
題
の
稲
々
相
」
「
造
園
雑
誌
」
六
（
二
）
、
一
九
四
三
、
七
九
頁
お
よ
び
佐
藤
昌
「
公
園
法
制
の
必
要
性
」
「
都
市
問
題
』
四
六
（
六
）
、
一
九
五
五
、
八
～
一
六
頁
。
（肥）日本公園百年史刊行会編『日本公園百年史（総論）』、一九七八、三○二～三○九頁。
⑮
）
明
治
時
代
の
各
地
の
公
園
経
営
は
、
す
べ
て
そ
の
管
内
の
特
定
の
公
園
に
お
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
の
収
支
を
も
っ
て
経
営
す
る
と
い
う
「
独
立
採
算
制
」
を
と
っ
て
お
り
、
一
般
の
府
県
税
を
公
園
の
造
築
、
管
理
の
費
用
と
し
て
投
入
す
る
こ
と
を
内
務
省
は
認
め
て
な
か
っ
た
。
そ
の
た
め
、
公
園
に
は
そ
れ
ぞ
れ
茶
店
、
貸
座
散
、
料
理
店
・
展
示
場
等
の
設
極
を
み
と
め
そ
の
貸
地
料
を
も
っ
て
公
園
財
源
と
し
て
お
り
、
こ
う
し
た
公
園
業
務
は
各
府
県
共
通
で
あ
っ
て
一
般
庶
務
と
み
な
さ
れ
て
い
た
。
日
本
公
園
百
年
史
刊
行
会
編
、
前
掲
番
、
一
九
七
八
、
二
九
四
頁
。
（
別
）
佐
藤
、
前
掲
笹
、
一
九
七
七
ａ
、
四
六
八
頁
。
（別）日本公園百年史刊行会編、前掲密、一九七八、三○七～三○九頁。
（
皿
）
各
条
項
の
詳
細
と
解
説
に
つ
い
て
は
、
日
本
公
園
緑
地
協
会
編
「
公
園
緑
地
マ
ニ
ュ
ア
ル
・
一
（
平
成
一
○
年
度
改
訂
版
）
一
九
九
九
、
三
三
～
一
一
一
八
頁
お
よ
び
日
本
公
園
緑
地
協
会
編
『
都
市
公
園
法
解
説
」
日
本
公
園
緑
地
協
会
、
一
九
七
八
参
照
。
（羽）「公園施設基準制定について』（建都発第四八五号）各都道府県知事宛都市局長通牒、一九五一より。
（鰹）佐伯操次「公園管理と現状について」『都市問題』五四（一二）、’九六三、二九頁。
（妬）「首都圏整備法」（昭和三一年四月二六日法律第八一一一号）第三章首都圏整備計画、第二○条および東京都都民室首都建設部編『首都
圏整備法の概要』一九五六。
元
）
公
園
緑
地
特
別
委
員
会
編
「
公
園
緑
地
特
別
委
員
会
報
告
』
一
九
五
七
。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
〈
三
）
（
申
）
一九三
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一九四
（
町
）
首
都
圏
整
備
研
究
会
編
『
首
都
の
建
設
と
首
都
圏
の
整
備
』
’
九
八
六
お
よ
び
重
泉
都
『
東
京
の
公
園
二
○
年
」
一
九
九
五
参
照
。
（詔）佐藤、前掲書、’九七七ａ、六一一一頁および日本公園緑地協会編、前掲書、’九七九、一一一一一一二～三一一一八頁。
（”）墓承都『都市計画概要』一九六九、一一○九～二一一頁。
（
釦
）
佐
藤
昌
『
日
本
公
園
緑
地
発
達
史
（
下
）
』
一
九
七
七
、
’
’
三
～
一
一
六
頁
。
以
下
、
佐
藤
、
’
九
七
七
ｂ
で
表
記
。
（狐）璽泉都『墓泉都政五○年史』（事業史三）一九九四、六四二頁。
（躯）日本公園百年史刊行会編、前掲書、’九七八、三三四頁。
（翌有路信「公園緑地行政の課題と展望」『都市計画』（「緑地計画の系譜と展望」特集号）一七六号、一九九二、四九頁。
（弧）佐藤、前掲書、一九七七ａ、六三三頁。
（
躯
）
こ
の
よ
う
な
都
市
空
間
の
不
足
問
題
を
解
決
す
る
た
め
に
は
、
都
市
公
園
の
果
た
す
主
導
的
役
割
の
再
認
識
を
踏
ま
え
た
上
で
の
、
「
公
開
性
と
存
続
性
の
制
度
的
保
証
」
（
良
好
な
都
市
環
境
、
公
害
災
害
防
止
、
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
需
要
の
充
足
、
都
市
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
増
進
）
が
重
要
で
あ
る
と
の
認
識
が
示
さ
れ
た
。
ま
た
、
そ
の
課
題
と
整
備
の
方
向
性
と
し
て
、
①
面
的
な
市
街
化
区
域
開
発
事
業
と
合
わ
せ
、
公
園
緑
地
を
系
統
的
に
整
備
、
②
暫
定
的
な
措
置
と
し
て
、
市
街
化
地
区
に
お
い
て
は
生
産
緑
地
（
都
市
計
画
法
第
五
五
条
）
の
活
用
、
③
市
街
化
調
整
区
域
に
お
い
て
は
近
郊
緑
地
、
風
致
地
区
制
を
利
用
、
必
要
に
応
じ
て
風
致
公
園
・
大
規
模
公
園
な
ど
を
整
備
、
④
公
害
、
災
害
対
策
と
の
関
連
に
お
い
て
は
、
臨
海
工
業
地
帯
の
地
域
に
お
い
て
は
基
幹
公
園
、
公
害
を
防
止
す
る
た
め
緩
衝
緑
地
を
整
備
、
⑤
都
市
防
災
対
策
の
一
環
と
し
て
は
、
災
害
時
の
避
難
場
所
と
な
る
基
幹
公
園
を
市
街
地
再
開
発
に
よ
っ
て
計
画
的
に
整
備
、
⑥
社
会
的
欲
求
の
多
様
化
の
関
連
で
の
都
市
公
園
整
備
、
「
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
生
活
化
」
の
進
展
に
つ
れ
都
市
公
園
を
日
常
的
、
週
末
的
、
月
末
的
な
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
需
要
に
対
応
し
そ
れ
ぞ
れ
住
区
基
幹
公
園
、
都
市
基
幹
公
園
、
大
規
模
公
園
と
そ
の
機
能
を
分
化
し
調
整
、
⑦
都
市
公
園
の
維
持
管
理
に
関
す
る
整
備
、
建
投
後
の
管
理
徹
底
と
市
民
意
識
の
啓
発
に
努
力
な
ど
が
示
さ
れ
た
。
記
）
そ
の
調
査
お
よ
び
公
園
問
題
に
関
す
る
全
体
的
な
意
見
な
ど
は
、
日
本
都
市
セ
ン
タ
ー
『
都
市
と
公
園
緑
地
、
人
間
性
回
復
へ
の
道
』
一
九
七
四
を
参
照
。
命）建設省・都市計画中央審議会中間答申「都市における公園緑地等の計画的な整備を推進するための方策に関する中間答申」一九七
日
本
公
園
緑
地
協
会
編
、
前
掲
書
、
一
九
九
九
、
一
二
六
頁
。
建設省監修『日本の都市政策』一九八四、三一一～三一一一頁。
総
合
研
究
開
発
機
櫛
地
域
政
策
研
究
グ
ル
ー
プ
編
『
戦
後
日
本
の
社
会
資
本
の
整
備
過
程
と
将
来
展
望
に
関
す
る
研
究
』
’
九
八
四
、
四
七
六
～
四
九
五
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（⑲）建設省監修『公園緑地マニュアル』’九七八、三五七頁。
（卵）平成五二九九三）年の都市公園法施行令の改定内容の中、都市公園における許容建築面積の特例および公園施設の設置上の制限
などについての改正前との比較は、日本公園緑地協会編、前掲書、’九九九、三五～三六頁が詳しい。
訂
）
佐
藤
、
前
掲
書
、
’
九
七
七
ｈ
，
一
四
○
頁
。
亜
）
建
設
省
都
市
局
公
園
緑
地
課
「
昭
和
四
一
年
度
都
市
公
園
利
用
実
態
報
告
書
」
’
九
六
七
。
都市公園政策の歴史的変遷過程における一「機能の社会化」と政策形成（三）（申）
一九五
ａ）田代順孝「都市における環境創造の過程」『造園雑誌」四八（四）、一九八五ａ、二八頁。
（
蛆
）
田
代
、
前
掲
論
文
、
一
九
八
五
ａ
、
三
○
頁
。
（⑬）田代順孝「緑地計画分野における計画論の展開」『都市計画』一五六、’九八五ｂ、二八～一一一二頁。
回
）
佐
藤
、
前
掲
論
文
、
一
九
七
七
ｂ
、
一
五
二
頁
。
（妬）レクリエーションの需要が増加し始めた当時、欧米の公園およびレクリエーションの実態に関するいくつかの視察が行われていた。
とくに、戦後において社会全般に影響を与えたアメリカの公園・レクリエーション制度ならび行政に関する関心は高かったと考えられ
る。いくつかの資料のなかで、関心を引くのが中村一「公園とレクリエーション、米国における行政の変遷から学ぶ」『都市問題研究・一
一一三（六）、’九七一である。その主な内容は、アメリカの郡（○・（］。ご）と市〈ロゴ）における公園行政とレクリエーション行政と
の関係変化に関する段階説の紹介であった。すなわち、アメリカの公園行政の変化を三段階に分け、第一段階は独立した公園部局の誕
生と造園建築が発達する時代、第二段階は児童の遊び場が増加し、その指導を担当するレクリエーション部局が設けられ物的な公園部
局と市民のレクリエーションを担当するレクリエーション部局が二元的に迎営される時代、第三段階は一九五五年以後公園とレクリエ
ーションを統合し「公園及びレクリエーション局」とする傾向が顕著であり、約八割以上がこの組織を採用している時代で区分した。
（
妬
）
佐
藤
、
前
掲
轡
、
’
九
七
七
ｈ
，
二
八
四
頁
。
（
灯
）
経
済
企
画
庁
『
新
全
国
総
合
開
発
計
画
』
一
九
六
九
、
二
八
頁
。
（蛆）これらの公園の整術の根拠は建設省設睡法第三条第五号の「公共空地及び保勝地」としての整備であったが、全国的な基盤施設と
して面積五○ｍを越える大規模広域公園の整備を射程に入れ、原則的な法令の整備およびその費用のための法律的根拠を必要としてい
たからである。すなわち、広域公園を設題する場合、従来の都道府県との費用負担関係において地方財政法第一七条のこの規定（国の
負担金の支出および地方公共の負担金規定）によりその法的根拠が必要であった。設置理由については、日本公園緑地協会編、前掲書、
九九九、三二七頁。
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法
学
志
林
第
一
○
一
巻
第
二
号
一九六
（弱）大貫誠二「都市公園の利用実態調査」『公園緑地』三三（二）、一九七一一、’○～一六頁。
（“）田代、前傾論文、’九八五ｂ、二六七頁。
（閲）これらの一連の緑化対策に関しては、日本公園緑地協会『都市緑化年報」（昭和六○年版）、’九八六、｜～二八頁。
（
理
建
設
省
都
市
局
監
修
『
改
正
都
市
緑
地
保
全
法
Ｑ
＆
Ａ
」
一
九
九
七
、
二
四
頁
。
（ご「都市緑地保全法」第二条一頁の規定において、「市町村は、都市における緑地の適正な保全および緑化の推進に関する措囲で主と
して都市計画法（昭和四三年法律第一○○号）第五条の規定により指定された都市計画区域内において講じられるものを総合的かつ計
画的に実施するため、当市町村の緑地の保全および緑化の推進に関する基本計画「緑の基本計画」）を定めることができる」とされた。
兎
）
「
市
町
村
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
（
市
町
村
の
都
市
計
画
に
関
す
る
基
本
的
方
針
）
」
が
も
っ
と
も
根
幹
的
な
も
の
で
あ
り
、
そ
の
内
容
と
し
て
は
、
住
民
の
価
値
観
の
多
様
化
等
に
応
じ
て
、
個
性
的
で
快
適
な
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
の
施
策
を
住
民
の
理
解
と
参
加
の
下
に
総
合
的
に
進
め
る
た
め
、
住
民
に
最
も
身
近
な
自治体である市町村が住民の合意形成を図りっっ、まちづくりの具体的ビジョンを示し、地区ごとの整備、開発または保全の課題と方
針をよりきめ細かく定めることができるようにしたものであった。’九九一年の「都市計画法」の改正より。
繭
）
一
九
九
三
年
の
「
都
市
緑
地
保
全
法
」
の
改
正
、
同
法
第
二
条
の
二
規
定
よ
り
。
（帥）一塁尿都、前掲書、一九八五、三○六頁。
（
皿
）
公
園
が
独
自
の
事
業
・
経
営
と
し
て
成
立
し
た
の
は
、
明
治
四
二
二
九
○
九
）
年
の
東
京
市
条
例
の
中
、
公
園
地
使
用
料
に
関
す
る
規
定
が
内
務
・
大
蔵両省より認可されたことから確認されるが、大正六（一九一七）年一二月の「重扇市公園使用料条例」、昭和一○（一九三五）年の
「詣匹室の議決（議決第一一一○号）」および昭和一一（一九三六）年三月「市会の譲決（議決第六三号）」が行われていた。市会における議
決内容からは、当時公園積立金が相当額に達し、公園経営が市予算から独立したことがわかる。
（他）明治九二八七六）年一一月一八日付楠本府知事より大久保内務御苑の申請轡の中に、「上野公園を除く四公園の経営財源として、
浅草公園に接する官有地を明治一○二八七七）年より一○か年間公園地付属地とし、その期間内に収納した借地料を当てたい」との
ことが記されており、その府知事の申謂は同年一二月五日付で許可された。その浅草公園付属地は後に浅草公園地に編入された。里泉
都、前掲轡、一九八五、三○六頁。
（田）佐藤、前掲轡、一九七七ａ、六四八頁。
〈“）一塁泉都、前掲番、一九八五、三○六頁。
（髄）東京都、前掲番、一九八五、三一七頁。
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昂）東京都、前掲轡、一九六五、一六七～一七一頁。
〈印）衷泉都、前掲轡、一九八五、三○八～三一一一一頁。
〈
堅
衷
泉
都
『
公
園
調
轡
』
一
九
九
五
。
（盤衷泉部の公園緑地事務所については割合したが、以下の資料に比較的詳細に書いてあるので参照されたい。腰塚光子「公園緑地事
務所の組織及び分掌事務の変遷」『都市公園』一四二（九〉、一九九八、六二～八四頁および森田隆司「南・北・西三公園緑地事務所時
代の事業の概要」同上、八五～九三頁。
都
市
公
園
政
策
の
歴
史
的
変
遷
過
程
に
お
け
る
「
機
能
の
社
会
化
」
と
政
策
形
成
（
三
）
（
申
）
一九七
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